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Ⅰ 点検・評価制度とは

１ 点検・評価の目的

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の規

定により行うもので、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民へ説明責任を果た

すことを目的とするものです。

《参考》

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）」

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務

を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書

を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図るものとする。

２ 点検・評価の方法

(1) 教育委員会自らが点検・評価を実施し、施策別評価書を作成しました。この施策評価書

の各施策について、教育に関し学識経験等を有する外部の方々から、ご評価をいただく

とともに、ご意見やご助言をいただきました。

教育委員会点検評価（ＰＤＣＡサイクル）(注 1)

・施策評価（教育委員会による自己評価）

・学識経験者による評価・助言

(2) 点検・評価の結果を報告書にまとめ、議会に提出するとともに、ホームページで公表し

ます。

Ｐｌａｎ（計画）

年度ごとの事業計画の作成

事業の見直しや改善方法の検討

Ａｃｔｉｏｎ（改善） Ｄｏ（実施）

計画に基づく事業の実施

Ｃｈｅｃｋ（点検評価）

事 業 の 点 検 ・ 評 価



2

３ 報告書の作成に当たって

廿日市市教育委員会では、平成２８年３月に「第２期廿日市市教育振興基本計画」（以下

「振興基本計画」という。）を策定しました。

この振興基本計画は、まちづくりの指針である「第６次廿日市市総合計画」（以下「総合

計画」という。）の施策の体系に基づいて、目指すべき教育の姿や教育委員会が実施する具

体的な施策などについて、教育の視点から整理したもので、そのねらいは、総合計画と整

合性を図り、総合計画に描かれたまちづくりをより推進していこうとするものです。

振興基本計画に基づいた施策の進捗管理においても、事務事業の点検・評価を活用する

ため、計画の施策体系に沿って実施しました。

４ 学識経験者

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第２項の規定では、点検・評価の実

施に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとされています。

客観性を確保するとともに、効果的な点検・評価となるよう、教育に関する学識経験者

から意見をいただきました。

広島工業大学 情報学部知的情報システム学科 教授 竹野英敏

専門分野：教育工学、教科教育学

元廿日市市立大野西小学校長 正留律雄

５ 施策別評価

施策別評価では、実施した施策や事業ごとに評価・改善策をまとめています。

(1) 振興基本計画に沿って具体的施策の策定をし、現状と課題、事業の目的を設定していま

す。

(2) 目的の達成に向けて、施策の展開・事業の実施をします。

(3) 成果と課題を検証し、施策についての自己評価を記載しています。

(4) 施策を進めていくに当たっての今後の課題と取組方針について記載しています。

(5) 学識経験者からの評価と意見をいただいています。

６ 評価の区分

「取組内容」、「成果と課題」、「今後の対応」及び「指標の達成状況」等を総合的に判断

し、次の三つの区分によって内部評価及び外部評価を行いました。

「Ａ」…施策の目的実現に向けて、目標以上の成果が達成されている。

「Ｂ」…施策の目的実現に向けて、目標はおおむね達成されている。

「Ｃ」…施策の目的実現に向けて、目標とする達成状況は低かった。

なお、令和２年９月４日開催の令和２年第１０回教育委員会会議（第１１回定例会）に

おいて、内部評価の評価方法を検討すべきであるという意見があったことから、次回以降

へ反映していくこととします。
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７ 廿日市市教育振興基本計画における施策体系図
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基本理念

１ 社会のニーズに応じた

教育の推進

２ 子ども達の状況に応じ

た教育や心の教育の推進

６ 学校教育環境の充実

３ 家庭・地域と学校が協働して創造性

豊かな子どもを育てる教育の推進

５ 魅力ある郷土の歴史や文

化の学習と次世代への継承

４ まちづくり活動に誰もが

参画しやすい環境づくり

７ 世界にはばたく人材の育

成

基 本 目 標 施 策 の 柱
主 な 取 組

基本目標１

｢ふるさと廿日市｣に愛着と誇りを

もち、社会を生き抜く力を育む学

校教育の充実

基本目標２

自ら学び、学びにより人と人

とがつながり、まちづくりに

寄与する教育の推進

基本目標３

受け継がれてきた歴史や文化

の継承とふるさとに愛着と誇

りをもつ心の育成

１-(１)確かな学力を育む教育の推進
１-(２)健やかな体の育成
１-(３)ＩＣＴを活用した教育の推進
１-(４)国際教育の充実
１-(５)自然体験学習の推進
１-(６)教職員の指導力向上

２-(１)心の教育の充実
２-(２)子どもが安心して通える学校づくりの推進
２-(３)子育てサポート体制の充実
２-(４)児童生徒の自主的な活動の推進
２-(５)文化・スポーツを通じた青少年の健全育成

３-(１)地域による学校支援
３-(２)家庭・地域との連携による青少年の健全育成

４-(１)協働によるまちづくりの推進
４-(２)生涯にわたる学びの推進

５-(１)ふるさと学習の推進
５-(２)文化財の保存・継承

６-(１)安全な教育環境の確保
６-(２)教育体制の充実
６-(３)学校給食施設の再編整備

７-(１)人生を豊かにする文化芸術活動の推進
７-(２)豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進

学校教育の充実

社会教育の充実

郷土の歴史や文化の継承

一人ひとりの学びを支え、時

代のニーズに応じた教育環

境の整備

基本目標４ 教育環境の整備
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Ⅱ 教育委員会の活動状況

１ 教育委員の選任状況

《教育委員会委員一覧》

※ 令和２年３月３１日現在

※ 教育委員の任期は４年

※ 教育長の任期は３年

２ 教育委員会会議

会議は、毎月１回の定例会のほか、必要に応じて臨時会を開催し、教育行政の実施に関

する事項の審議を次のとおり行いました。

会議は、原則、公開で行いました。市民への積極的な情報提供を行うため、会議を傍聴

できることや会議の日時、場所のホームページへの掲載などを引き続き行います。

４月定例会（平成３１年４月１２日）

職 名 名 前 任 期 備 考

教育長 奥 典道 H30. 4. 1～R3. 3.31 ３期目

教育長職務代理者 山川 肖美 H28.12.24～R2.12.23 ３期目（保護者）

委 員 松本 良子 H29.12.25～R3.12.24 １期目（保護者）

委 員 岡本 美紀子 H30.12. 4～R3. 6.25 １期目

委 員 片嶋 学 H31. 3.11～R5. 3.10 １期目

委 員 大島 久典 R 1.11. 1～R2.12.23 １期目

区 分 件 名

報告事項 専決処分（注２）につき承認を求めることについて

○廿日市市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正する規則

○廿日市市教育委員会事務局及び学校その他の教育関係職員の職の設置に関

する規則の一部を改正する規則

○廿日市市職員人事評価実施規程

○廿日市市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令

○廿日市市教育委員会職員人事評価実施規程並びに廿日市市教育委員会の標

準的な職及び標準職務遂行能力を定める規程を廃止する訓令

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について

○市長の権限に属する事務の補助執行について

○廿日市市社会教育委員の委嘱について

○廿日市市スポーツ推進審議会委員の任命について

審議事項 廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について

その他 平成３１年度廿日市市教育支援委員会（注３）委員の委嘱について

平成３１年度廿日市市内研究指定校等一覧について

廿日市市地域学校協働活動（注４）について

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権２０２０廿日市について
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５月定例会（令和元年５月１０日）

６月定例会（令和元年５月３１日）

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○廿日市市いじめ防止対策委員会委員の委嘱について

審議事項 令和２年度に廿日市市立学校で使用する教科用図書の採択方針について

廿日市市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について

その他 令和元年度「命の大切さについて考える日」の取組計画について

令和元年度幼稚園、小・中学校の行事日程について

いじめへの対応について

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○令和元年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて

○教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案につい

て（工事請負契約の締結について（大野体育館解体工事））

審議事項 令和２年度に廿日市市立学校で使用する教科用図書の採択方針の改正につい

て

はつかいち市民図書館協議会委員の任命について

その他 ６月定例市議会への専決処分事項の報告について

令和２年度に使用する教科用図書採択事務の進捗状況について

令和元年度「命の大切さについて考える日」の取組について

工事請負契約の締結について（佐伯総合スポーツ公園大型複合遊具整備工事）

メキシコ空手ナショナルチームの事前合宿について

廿日市市宮島町伝統的建造物群保存地区（注５）保存計画案について
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７月定例会（令和元年７月５日）

８月定例会（令和元年８月２日）

８月臨時会（令和元年８月９日）

区 分 件 名

請願 ２０２０年度使用小学校教科書の採択に係る請願について

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○廿日市市教育委員会が行う情報公開事務に関する規則等の一部を改正する

規則

○廿日市市庁用自動車管理規程及び廿日市市安全運転管理規程の一部を改正

する訓令

○廿日市市職員証に関する規程及び廿日市市ＩＣカード管理規程の一部を改

正する訓令

○廿日市市教育委員会公印規程の一部を改正する訓令

○廿日市市宮島町伝統的建造物群保存地区保存計画を定めることについて

審議事項 廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について

その他 廿日市市立小中学校空調設備整備事業のスケジュールについて

第１回「学びの変革（注６）」推進協議会について

いじめ防止対策委員会（第１回）について

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権２０２０廿日市の概要について

「廿日市市図書館基本計画」策定に向けての調査報告書（前編）について

情報公開請求等への対応について

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について

その他 令和元年度研究公開校一覧について

民間施設における出席扱いのガイドライン及び不登校児童生徒の指導要録上

の「出席扱い」等の判断の基準について

メキシコナショナルチームの事前合宿について

区 分 件 名

審議事項 令和２年度に廿日市市立小学校で使用する教科用図書の採択について

令和２年度に廿日市市立中学校で使用する教科用図書の採択について

令和２年度に廿日市市立小・中学校特別支援学級で使用する教科用図書の採

択について
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９月定例会（令和元年９月６日）

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案につい

て（子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例及び廿日市市立幼稚

園保育料等徴収条例の一部を改正する条例）

○令和元年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について

審議事項 廿日市市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令

廿日市市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規程の一部を改

正する訓令

教育委員会の権限に属する事務の補助執行について

廿日市市立宮島幼稚園規則の一部を改正する規則

教育委員会委員の辞職について

その他 令和元年度教育委員会事務の点検・評価報告書（平成３０年度事業分）（案）

について

台風１０号に伴う被災状況について

令和元年度「基礎・基本」定着状況調査（注７）の児童生徒質問紙調査及び学

校質問紙調査、平成３１年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査（注８）

について

第５回廿日市市生徒会サミット（注９）について

東京オリンピックメキシコ柔道選手団事前合宿の中止及び東京パラリンピッ

クメキシコ柔道選手団事前合宿調整について



8

１０月定例会（令和元年１０月４日）

１１月定例会（令和元年１１月８日）

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案につい

て（地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例）

○平成３０年度決算案に係る教育に関する決算を市議会に提出することにつ

いて

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について ２件

審議事項 令和元年度教育委員会事務の点検・評価報告書（平成３０年度事業分）（案）

について

その他 令和元年度児童生徒に対するアセスメント（アセス）経年数値の比較につい

て

台風１７号に伴う被災状況について

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権２０２０廿日市参加国（地域）応援事

業について

意見交換 不登校への対応について

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について

その他 台風１９号に伴う被災状況について

民間施設における出席扱いのガイドライン及び不登校児童生徒の指導要録上

の「出席扱い」等の判断基準について

廿日市市図書館基本計画（素案）について



9

１２月定例会（令和元年１２月１３日）

１月定例会（令和２年１月１０日）

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○令和元年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて

審議事項 廿日市市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則の一部を改正する

規則

その他 令和２年度予算編成方針について

令和２年度当初予算要求状況について

令和元年度広島県児童生徒の体力・運動能力調査結果について

平成３０年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸課題に関する調査結果に

ついて

「はつかいち平和・ほほえみコンサート（小学校訪問コンサート）（注 10）」の

実施報告について

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権２０２０廿日市の開催計画について

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○技術員の給与に関する規程の一部を改正する訓令

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について

審議事項 廿日市市立学校施設使用規則の一部を改正する規則

廿日市市社会体育施設管理運営規則の一部を改正する規則

廿日市市大野体育館等管理規則の一部を改正する規則

その他 令和２年度教育委員会会議の日程について

令和元年度広島県児童生徒の体力・運動能力調査結果について

令和２年度廿日市市学校教育の取組について

令和元年度卒業式・卒園式について

児童生徒１人１台端末の整備事業について

メキシコ視覚障がい者スポーツ委員（柔道）の視察の受入れについて

東京２０２０オリンピック聖火リレー廿日市ルートの概要について
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２月定例会（令和２年２月７日）

３月定例会（令和２年３月６日）

※ 定例会 １２回、臨時会 １回

※ 報告事項 ３６件、審議事項 ２１件、請願 １件、その他 ５８件、意見交換 １件

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○廿日市市伝統的建造物群保存地区保存審議会委員の委嘱について

審議事項 廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について

その他 令和２年度教育費 主な政策的事業について

令和２年度教育費当初予算査定状況について

新型コロナウイルス感染症に対する対応について

ふるさと学習（注 11）発表会について

令和元年度いじめ防止対策推進月間の取組について

台湾基隆市との交流について

廿日市市図書館基本計画の策定について

区 分 件 名

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて

○会計年度任用職員として任用される技術員の給与に関する規程

○廿日市市教育委員会事務局及び学校その他の教育関係職員の職の設置に関

する規則の一部を改正する等の規則

○令和２年度予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することについ

て

○教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案につい

て（廿日市市伝統的建造物群保存地区保存条例の一部を改正する条例）

○令和元年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて

○教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案につい

て（財産の取得ついて）

○廿日市市立小中学校長の任免に係る内申

審議事項 廿日市市立宮島幼稚園規則の一部を改正する規則

その他 教育支援委員会で審議した児童生徒の就学先について

教職員の勤務状況について

廿日市市立中学校における部活動の方針（案）について

令和２年度入学式について

佐伯スポーツ公園大型複合遊具の供用開始について
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３ 教育委員の活動状況

国や県の動向について情報収集を行うとともに、今後の課題解決の参考とするため、各

種会議や研修会への参加、先進地の視察等を行いました。また、学校等の教育機関への訪

問や行事への出席を行い、各機関の状況把握に努めました。

今後も、引き続き、教育施設等への視察や意見交換会などを開催し、現場の状況や課題

の把握に努めるとともに、平成２７年度から設置された総合教育会議（注 12）を通じて市長

とより緊密に連携しながら教育行政を推進します。

《総合教育会議》

《会議、研修会等への参加》

開催日 議 事 内 容

令和元年 8月 6日 ○児童虐待対策について

令和 2年 3月 25 日 ○令和２年度の子育て・教育関連の主な事業について

項 目 内 容

平成 31 年度・令和元年

度広島県市町教育長会

議

（教育長）

○開催日：平成 31 年 4 月 15 日、令和 2年 1月 22 日

○開催地：広島市

○内容：「本県教育施策の推進状況及び次年度の施策の方向性

について」等

平成31年度広島県都市

教育長会総会

（教育長）

○開催日：平成 31 年 4 月 25 日

○開催地：福山市

○議事：決算予算関係、役員の選任、広島県教育委員会に対す

る要望事項について

○広島県教育委員会との意見交換

「業務改善・働き方改革について」「欠補解消及び臨時的任

用職員、非常勤講師の確保について」等

第71回全国都市教育長

協議会定期総会並びに

研究大会一関大会

（教育長）

○開催日：令和元年 5月 23 日、24 日

○開催地：富山県富山市

○大会テーマ：「未来を切り拓く教育の在り方」

○議事：決算予算関係、宣言･決議、研究協議題について

○文部科学省講話、教育研究部会、分野別研究発表等

令和元年度広島県市町

教育委員会連合会第 1

回役員会

（教育長）

○開催日：令和元年 5月 9日

○開催地：江田島市

○議事：決算予算関係、事業計画、広島県教育委員会との意見

交換項目について、役員の選出等
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令和元年度広島県西部

教育事務所管内教育

長、部・課長等会議

(教育長）

○開催日：令和元年 5月 15 日

○開催地：呉市

○内容：「平成 31年度人事異動の概要について」「服務規律の

確保について」「学校における働き方改革について」

「『主体的な学び』の推進について」「生徒指導上の

諸問題の状況について」「体力向上に向けた取組につ

いて」「平成 31 年度新教育課程地方説明の実施につ

いて」等

○情報交換：「学校における働き方改革について」

令和元年度広島県市町

教育委員会連合会定期

総会

（教育長）

○開催日：令和元年 5月 30 日

○開催地：広島市

○議事：決算予算関係、役員の選出等

○広島県教育委員会との意見交換項目

「特別支援教育について」「働き方改革について」

令和元年度中国地区市

町村教育委員会連合会

定期総会

（教育長）

○開催日：令和元年 7月 18 日

○開催地：山口県萩市

○議事：決算予算関係、第 12 回中国地区市町村教育委員会連合

会研修大会開催について

第 12回中国地区市町村
教育委員会連合会研修

大会

（教育長、教育委員 1

名）

○開催日：令和元年 7月 18 日

○開催地：山口県萩市

○記念講演：元萩市教育長 陽 信孝 氏

「優しさの心って何？」

○実践発表等

令和元年度広島県都市

教育長会役員会

（教育長）

○開催日：令和元年 8月 20 日

○開催地：福山市

○議事：「令和元年度秋の総会について」「令和２年度広島県

教育委員会に対する要望事項について」「広島県教育

委員会との意見交換の項目について」

令和元年度市町村教育

委員研究協議会

（教育委員 2名）

○開催日：令和元年 9月 19 日

○開催地：兵庫県神戸市

○行政説明：「初等中等教育の動向等」

○研究分科会

令和元年度中国地区都

市教育長会定期総会並

びに研究協議会

（教育長）

○開催日：令和元年 10 月 18 日、19 日

○開催地：広島県尾道市

○行政説明、決算予算関係、宣言・決議（案）審議

○研究発表：学校教育 岡山県岡山市

社会教育 山口県下関市
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※ 参加回数 １５回、延べ２０人

《学校及び教育施設》

教育委員による学校等の教育施設訪問を実施しています。これは教育委員が児童生徒の日頃

の様子を観察したり、教職員と直接対話したりすることで、学校の状況を把握し、今後の教育

施策に生かすことを目的としたものです。

令和元年度広島県市町

教育委員会教育委員研

修会

（教育長、教育委員 2

名）

○開催日：令和元年 10 月 23 日

○開催地：広島市

○講話：広島県教育委員会教育長 平川 理恵 氏

「広島で学んで良かったと思える日本一の教育県の実現」

国立教育政策研究所 総括研究官 長田 徹 氏

「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて

～共同から協働へ～

○実践発表等

令和元年度県・市町教

育委員会合同研修会

（教育長、教育委員 1

名）

○開催日：令和元年 10 月 23 日

○開催地：広島市

○テーマ：「不登校児童生徒の対応及びフリースクールについて」

令和元年度広島県女性

教育委員グループ第 2

回研修会

（教育委員１名）

○開催日：令和元年 11 月 1 日

○開催地：尾道市

○講話、視察、情報交換等

令和元年度市町村教育

委員会研究協議会（第 2
ブロック）

（教育委員１名）

○開催日：令和元年 11 月 5 日、6日

○開催地：鳥取県鳥取市

○行政説明、講演、事例発表・研究協議

教育施設名 内容

野坂中学校

訪問日 令和元年 10 月 11 日

教育委員 4名

学校の教育目標や取組について説明を受け、音楽室で

の合唱や、電子黒板を利用した英語の授業等を参観し

ました。
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《行事等への出席》

※出席回数 ２０回、延べ３１人

項 目 参加委員数（教育長は除く。）

廿日市市立小中学校教職員辞令交付式 4名

入学式 小学校 3名（3校）、中学校 1名（1校）

運動会、体育祭 小学校 5名（6校）、中学校 4名（6校）、

大型複合遊具内見会 3名
成人式 5名

廿日市市立小中学校教職員退職辞令交付式 4名
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Ⅲ 施策別評価について

【趣旨】

第２期廿日市市教育振興基本計画の体系に掲げた四つの基本目標で構成する２２の施策ご

との評価を実施しました。

【基本目標・施策】

基本目標１ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

１ 社会のニーズに応じた教育の推進

(1) 確かな学力を育む教育の推進

(2) 健やかな体の育成

(3) ＩＣＴ（注 13）を活用した教育の推進

(4) 国際教育の充実

(5) 自然体験学習の推進

(6) 教職員の指導力向上

２ 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

(1) 心の教育の充実

(2) 子どもが安心して通える学校づくりの推進

(3) 子育てサポート体制の充実

(4) 児童生徒の自主的な活動の推進

(5) 文化・スポーツを通じた青少年の健全育成

基本目標２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

３ 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進

(1) 地域による学校支援

(2) 家庭・地域との連携による青少年の健全育成

４ まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり

(1) 協働によるまちづくりの推進

(2) 生涯にわたる学びの推進

基本目標３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成

５ 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承

(1) ふるさと学習の推進

(2) 文化財の保存・継承

基本目標４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

６ 学校教育環境の充実

(1) 安全な教育環境の確保

(2) 教育体制の充実

(3) 学校給食施設の充実

７ 世界にはばたく人材の育成

(1) 人生を豊かにする文化芸術活動の推進

(2) 豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

①　学力の定着・向上

②　主体的な学びの推進

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

目標値（小） 国60.0％　　算60.0％ 国60.0％　　算60.0％ 国60.0％　　算60.0％ 国60.0％　算60.0％ 66%
実績値 国61.4％(61.8)算36.6％(38.5) 国55.8％(54.8)算34.8％(31.9) 国63.7％(65.7)算53.8％(56.1) 国67.0％(66.0)算68.0％(68.0)

目標値（中） 国60.0％　　数60.0％ 国60.0％　　数60.0％ 国60.0％　　数60.0％ 国60.0％　数60.0％ 66%

実績値
国70.2％(65.1)　　
数36.1％(31.8)

国79.6％(72.8)　　　
数36.1％(36.0)

国70.8％(69.8)　　　
数46.1％(47.3)

国74.0％(74.0)数59.0％
(60.0)英語54.0%(56.0)

施策名 （１）確かな学力を育む教育の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　知識ベースの学力は児童も生徒もおおむね定着している。しかし、知識を活用した思考力・判断力・表現力を
必要とする学力の定着は十分といえない。

目　　
的 小・中学校の児童生徒

・児童生徒に知識・技能を確実に習得させ、自ら学び、考え、協働して課題を解決
する力を育成する。
・教職員がその資質をさらに高め、学校全体で思考力・判断力・表現力を育成する
授業ができるよう、学校における組織的な授業力の向上を図る。

・学力調査の結果を分析し、課題となる問題を明確にし、その課題を克服するための効果的な指導や授業改
善の指導を教職員に向けて行った。
・児童生徒の自己有用感を高め、主体的に学習を進めさせる授業改善のポイントを各校に提示し、それを意
識した授業改善の指導を教職員に向けて行った。
・広島県教育委員会が作成した、全国学力・学習状況調査の結果を分析する校内研修支援プログラム
「IPPO」を学習指導の改善・充実等に活用した。

内部評価

Ｂ

指標の説明
60％以上正答した児童生徒の割合（全国学力・学習状況調査Ｂ問題（注14））

※（　）の中の数値は県平均

外部評価

Ａ

取
組
内
容

・市内全小・中学校の研究主任を対象として「学びの変革（注６）」推進協議会を年間３回行い、「課題発
見・解決学習」の実践・改善を進めるために、授業研究をもとに目指す授業の在り方や「カリキュラム・マ
ネジメント」の理論についての研修を行った。第１回の協議会では、「学力フォローアップ校事業」の指定
校による実践報告及び研究授業を行い、ＩＣＴ（注13）を活用した研究協議についても研修を行った。
・市内全小・中学校が総合的な学習の時間における「課題発見・解決学習」として「ふるさと学習（注11）」
に取り組んでいる。「ふるさと学習」の取組の成果を「ふるさと学習実践事例集」として冊子にまとめ市内
全小・中学校に配付し、好事例については市のホームページで発信する。

成
果
と
課
題

・学力調査は４月の実施であるため、令和元年度の実績は平成３０年度の取組の結果であ
る。
・小学校国語、算数、中学校国語、数学ともに、平均通過率は前年度を上回った。
・小学校国語は県平均を上回り、小学校算数、中学校国語は県平均と同値、中学校数学、
英語は、県平均を下回った。
・数学科では、根拠をもとに解き方や自分の考えを説明する問題が多く、授業の在り方、
指導方法に課題がある。
・「学びの変革」推進協議会では、授業を通して児童生徒の主体的に学ぶ姿が見られた。

指
標

今
後
の
対
応

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、本年度の全国学力・学習状況調査は中止となった。問題用紙等は配付されるため、各小・中
学校で活用してもらう。
・特に算数・数学科においては、日々の授業の中で、方法や事実、理由を文章で表現させる場面を意図的・継続的に設定させるとともに、「何
を」「どのように」表現させるかについて市教委が具体的に指導していく。
・「学びの変革」推進会議を年間３回（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、第1回は延期又は中止の可能性あり）開催し、これまで
の取組の成果と課題をもとに、全教員が日頃の授業において「主体的な学び」を促す授業改善を推進する。
・研修会等において、授業改善の視点を示しながら、全小・中学校が主体的な学びを実現するための授業実践を行えるように指導していく。
・「個別最適な学びに関する実証研究事業」、「学力フォローアップ校事業」及び「学力推進地域事業」の指定校を中心に、学力に課題のある
児童のつまずきに応じた指導方法について「幼保小の連携」「特別支援教育の視点」も踏まえて研究を行う。

学
識
経
験
者
の
意
見

○ICTを有効的に活用して、効果的に学習指導を進めてほしい。
○学力の開きの原因を引き続き検証してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　食に関する指導の充実

②　運動時間を増やす取組の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①

②

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
令和元年度(３月はコ
ロナのため未集計)

目標年度（令和2年度）

指標の説明 ひろしま給食100万食プロジェクトでの目標5万食に対する合計食数の割合
目標値 100% 92% 95% 98% 100%
実績値 90.5% 115.8% 120.6% 81.2%

指標の説明 運動やスポーツを週に3日以上実施している児童の割合（小学5年生）（児童生徒の体力・運動能力調査[広島県]）

目標値 46% 47% 48% 49% 50%
実績値 45.6% 52.7% 47.4% 49.4%

施策名 （２） 健やかな体の育成 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　広島県児童生徒の体力・運動能力調査から、小学校では、「握力」と「ボール投げ」が全国平均値を下回ってい
る。また中学校では、これらに加え、「上体起こし」や「持久走」に課題が見られる。

目　　
的

　小・中学校の児童生徒、
　家庭、地域

・学校における食に関する指導を一層推進するとともに、家庭や地域における食育
（注15）が充実するよう学校給食センターを活用した取組を進める。
・運動の喜びを味あわせ、健やかな体を育成する。

　広島県児童生徒の体力・運動能力調査から導かれた各校の体力つくりに係る課題の解決を目指し
た改善計画を作成し、各校のＨＰに掲載するとともに、改善計画に基く取組を全校で行った。

・栄養教諭と学校栄養職員による会議をもち、廿日市市内の生産者と連携した献立づくりを
し、学校給食での地産地消を推進することができた。
・ひろしま給食100万食プロジェクトにおいては、児童生徒の総食数が本市目標5万食に対し
て4万579食であった。
・「廿日市市『ひろしま給食』だより」を作成し、家庭・地域へ配付することにより、廿日
市産の食材や生産者の紹介や学校給食を中心とした食育の取組の発信を行った。

内部評価

Ｂ
・運動やスポーツを週３回以上実施している小学校５年生の割合は、49.4%（男子58.2%女子
39.5%）で、女子は平成30年度より上昇したものの、男女ともに広島県の平均、全国の平均
を下回った。
・改善計画に基く取組を行った結果、小学校５年生の男女ともに、「２０ｍシャトルラン」
「ソフトボール投げ」に課題は残るものの、他の種目については、県平均とほぼ同等又は上
回る結果であった。一方、中学校２年生の男女ともに、ほぼ全種目において県平均を下回る
結果となっており、中学校においては体力向上に課題があるといえる。

引き続き、栄養教諭や学校栄養職員の授業参加を計画することで、給食指導だけではなく、各教科・領域におい
ても、食育に関わる内容について指導する機会を増やす。また、ひろしま給食100万食プロジェクトにおいて
は、廿日市市統一メニューの市内全小中学校への配食、「廿日市市『ひろしま給食』だより」の作成・配付、イ
ベントでの試食・レシピ配付等により、家庭・地域への啓発の工夫・充実を図る。

新型コロナウイルス感染症対策のために、令和２年度の体力・運動能力調査は中止となったが、各学校において
昨年度の体力・運動能力調査の結果を踏まえ、体育科や保健体育科での授業の充実を図るとともに、児童生徒が
主体的に運動の楽しさや健康の大切さを実感できる取組を具体的に推進する。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

　ひろしま給食100万食プロジェクト（注16）においては、市内栄養教諭と協議し、地場産物の生産
者と連携しながら、廿日市市統一メニューを作成し、「ひろしま食育ウィーク」に、市内全小中
学校へ配食した。
　統一メニューは家庭・地域へも情報提供し、協力を依頼した。
　主にひろしま給食100万食プロジェクトの取組についてまとめた「廿日市市『ひろしま給食』だ
より」を作成し、家庭・地域へ配付した。

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○廿日市統一メニューの取組を今後も続けてほしい。
○軽い運動でよいので、学校の取組として運動の機会を作ることを今後も続
けてほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　分かりやすい授業のためのＩＣＴ化

②　ＩＣＴ活用能力の育成

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

目標値（小） 60.6% 69.0% 70.0% 72.0% 70.0%
実績値 66.9% 64.4% 72.0% 72.0%

目標値（中） 60.6% 74.0% 76.0% 78.0% 65.0%
実績値 72.9% 72.6% 65.6% 67.4%

施策名 （３） ＩＣＴを活用した教育の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

電子黒板が配置された学校の稼働率は向上傾向にあるが、特定の教職員の使用に留まっている。
資料を拡大提示すること等、特定の使用法に留まっている。タブレット併用型パソコンの効果的な活用ができてい
ない。

目　　
的 小・中学校の児童生徒

・ＩＣＴを活用して必要な情報を効果的に提示することができる環境を整備し、児童
生徒の興味・関心を高め、理解を深める授業を推進することができている。
・ＩＣＴを活用して、学んだことを「まとめたり」「表現したり」する力を育成する
とともに、情報モラル教育の充実を図り、情報を適切に活用する教育を実現する。

・電子黒板と児童生徒用タブレットを活用し、児童生徒に「考えを持たせる」「考えを説明させる」授業づくりを
推進した。
・機器の活用と併せて情報モラルについても指導して、情報を適切に扱うことへの理解を深めさせた。
・ＩＣＴ活用教育推進研修を２回開催し、効果的なＩＣＴ機器の活用方法（電子黒板とタブレットを連動させるな
ど）や、プログラミング教育の演習を行った。

内部評価

Ｂ

指標の説明 ＩＣＴを活用した授業を実施している教師の割合（学校における教育の情報化の実態等に関する調査〔文部科学省〕）

外部評価

Ａ

取
組
内
容

・「考えたことを表現させる」ことを、引き続き、各校共通の目標とした。全小・中学校にＩＣＴ機器が整備され
ているので、電子黒板やタブレットＰＣを活用して、「子どもが説明する授業づくり」に重点を置いた。
・小学校での「プログラミング教育の必修化」に向けて、プログラミングソフトを活用し、小学校５年生の算数の
授業で図形を作成させた。
・ＩＣＴ教育推進リーダーを各校に置き、授業におけるＩＣＴ機器の活用法を発信し、周知させた。
・ＩＣＴ機器稼働率を毎月集計し、自校の活用状況を把握させ、具体的な取組に反映させた。
・ＩＣＴ指導員、ＩＣＴ支援員を全小・中学校へ計画的に訪問させ、授業者の支援をした。

成
果
と
課
題

電子黒板が配置された学校の稼働率は、１か月(１台）当たり、小学校46.1時
間、中学校31.0時間であった。
小学校、中学校ともに稼働率は昨年度より伸びている。
外国語活動や算数等のデジタル教材の活用が進んでおり、小学校は、稼働率が
10時間以上延びている。

指
標

今
後
の
対
応

・ＩＣＴ指導員が学校を訪問し、効果的な使用法を実践的に提供する機会を設ける。
・市教委主催でＩＣＴ活用教育推進研修を開催し、効果的なＩＣＴ機器の活用方法について研修し、各校で伝達研修を行う。
・令和２年度から３年計画で、全小・中学校の普通教室に大型提示装置を１台導入する（令和２年度は小学校３年から６年の普通
教室に電子黒板を設置する。）。
・令和２年度中に一人１台のタブレット端末を整備するので、導入研修の計画を立案する。
・「G Suite for Education（注17）」のClassroom（注18）を活用して、オンラインで様々な教材を課題として配布、回収、採点、返
却し、双方向のやりとりを可能にする。

学
識
経
験
者
の
意
見

○非常に力を入れていると思う。
○電子黒板を使用することに満足しないよう、指導法の確立をしてほし
い。
○ICTの使用は、実際に使用する先生への研修と理解をしてもらうことが
重要である。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　英語教育の充実　

②　グローバル化に対応する国際交流活動の推進

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①

②

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 中学校英語実技調査の正答率（「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

目標値 80.0% 80.0% 83.0% 86.0% 90.0%
実績値 78.2% 74.3%

指標の説明
小学校：外国語アンケートの肯定的回答率「外国の人に英語であいさつをする」　
中学校：「基礎・基本」定着状況調査の質問紙調査の肯定的回答率〔広島県〕「外国人と積極的に
コミュニケーションを図りたい」

目標値 小82.0% 中60.0% 小82.0％ 中62.0％

実績値 小82.3% 中52.3% 小80.6% 中63.9% 小80.0% 中57.9% 小81.9% 中49.9%

施策名 （４）国際教育の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

・小学校５・６年生英語科、３・４年生外国語活動の導入に向け、新教材の効果的な活用や年間指導計画の作
成、教員の指導力の向上、ＡＬＴ（外国語指導助手（注19））との連携強化が求められている。
・グローバル化の進展に対応できる、より実践的な英語力やグローバルマインドを児童生徒に育成することが必
要となる。

目　　
的 小・中学校の児童生徒

・市立幼稚園、各小・中学校にＡＬＴを配置し、英語による実践的コミュニケー
ション能力の育成や外国文化への理解を深める。

　・全市立幼稚園及び小・中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、担任等と連携し授業を実施した。
　・プログレス研修（外国語活動・英語科教育実践研修）を年間３回開催し、小学校外国語パワーアップリーダーによる授　　
　　業提案やＡＬＴ（外国語指導助手）によるクラスルームイングリッシュの演習などを行い、より実践的・理論的な研修
　　を通して教員の指導力向上を図った。

　・総合的な学習の時間等で宮島を訪問し、「自分たちの町のよさを外国人に伝え，相手の文化の良さについても知ろ
　　う！」など、目的をもって、外国人観光客にインタビューを行った。
　・８月にグローバルキャンプ（注20）を実施し、市内の中学生と留学生が参加し、日常の中で英語を話したり、聞いたりす
　　る機会を設定し、実践的な力を高めた。
　・台湾基隆市との交流事業を実施し、基隆市より１０名の生徒が廿日市市を訪れ、異なる文化の人たちと触れ合い、教
　　育・文化の交流を行った。

内部評価

Ｂ

・今年度より小学校５・６年生外国語科、３・４年生外国語活動が始まる。新型コロナウイルス感染症拡大
防止に留意しながら、プログレス研修を計画する予定である。より実践的・理論的な研修を行うことを通し
て、小学校・外国語教育の指導内容・方法の改善・充実を図り、効果的な教材の開発や教育環境の充実を図
る。
・全市立幼稚園及び小・中学校へのＡＬＴ（外国語指導助手）配置が効果を上げていることから、今年度も
継続するとともに、担任等との連携を充実させ、外国語活動・英語教育の更なる充実を図る。

・グローバルキャンプは昨年度をもって終了し、今後は中学校英語部会と連携し、取組を行う予定である。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止により、台湾基隆市への訪問は中止する。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

・令和元年度も、指標としていた英語の実技調査が実施されなかったため実績値が算出できな
かった。
・プログレス研修を年間３回実施し、理論面・実践面の両面から教員の指導力の向上にアプ
ローチすることができた。また、小学校外国語担当者と中学校英語科の教員が交流することに
より、９年間を見通した指導についても研修で交流できた。
・台湾基隆市との交流事業の実施により、英語を使って他国の人とコミュニケーションを図る
ことの難しさ、楽しさを感じることができた。

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○中学生の肯定的回答率が下がっている原因を追究してもらいたい。
○小学校で担任が一人で英語の授業ができるというのは高く評価できる。
○指標には表れていないが、取組は評価できる。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～平成３２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】 

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

施策名 （５）自然体験学習の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

児童の体験不足により、自立心や主体性、コミュニケーション能力等に課題がある。

目　　
的 小学生の児童

　本市内の施設等を利用して自然体験活動を行うことにより、自然の豊かさを味わ
わせるとともに、児童の自立心や主体性、コミュニケーション能力等を育む。

内部評価

Ｃ

指標の説明 市内の施設を利用して、自然環境の中で集団宿泊学習を実践している校数

目標値 5校 5校 5校 5校 5校

実績値 4校 5校 4校 3校

外部評価

Ｂ

取
組
内
容

　山・海・島体験学習プロジェクト（注21）として、市内14小学校が3泊4日、2小学校が2泊3日の自然宿泊体験活動を
行った。
　施設関係者と連携し、沢登りや川魚の調理など、市内の自然の豊かさを味わう取組の工夫が見られた。また、宮
島小中学校においては、学校の食育と関連付けた取組を進め、その実践事例を広島県教育委員会主催の「山・海・
島」体験活動実践発表会において発表し、広島県教育委員会が作成した「長期集団宿泊学習の手引【実践編】
Vol.4」に掲載された。

成
果
と
課
題

　体験活動実施後のアンケートでは、94.7％の児童が、自然体験での自分の成長について肯定的
に回答している。
　年度当初は、16校が3泊4日の自然宿泊体験活動の実施を計画していたが、熱中症対策の観点か
ら、2校が予定を変更し実施期間を短縮した。また、その他の学校においても、実施内容の変更
を行うなどしており、実施時期や実施内容の検討が必要である。
　また、市内施設の活用について、さらなる発信が必要である。

指
標

今
後
の
対
応

　令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症予防の観点から、自然体験学習については、「３密」の回避が
課題である。
　令和2年度以降においても、熱中症対策等の観点から、実施時期や実施日数、実施内容等について、学校の実態に
応じて柔軟に設定していく。また、さらなる教育効果を生むため、各教科との関連を図るなど、質の向上を目指
す。
　令和3年度に向けた計画においては、校長会等を通じて、市内施設の魅力を学校へ積極的に発信するとともに、 
学校のニーズを集約し、市内施設へ電話や電子メールを用いて具体的に情報提供する。

学
識
経
験
者
の
意
見

○自然体験＝宿泊体験を見直さなければ、継続は難しい。物理的距離が離れて
いても、つながりを感じられるような取組をしてほしい。
○実施方法を工夫して、取組を継続してもらいたい。
○市内の施設を使う学校が少ないのは、設備等の問題ではないか。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

1

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

1
2

4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 社会のニーズに応じた教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

令和元年度プログレス研修
研修名 対象者 期日 備考

新規転入者研修 辞令交付式参加者 4/1
教職員夏季研修 教諭等 8/21

管理職研修 校長 4/10 8/6
管理職研修 教頭 4/15 8/26 2/19

教務主任研修 教務主任 4/12 7/30 12/24

学びの変革推進協議会（研究主任研修） 研究主任 6/18 7/30 2/4

進路指導主事研修 進路指導主事 4/24
生徒指導主事研修 生徒指導主事 4/15 8/1 1/27 第2回は特別支援教育推進研修と合同

初任者研修 初任者 5/30 12/25
臨時的任用職員等研修 臨時的任用職員等 7/25　12/25

道徳教育推進研修 推進者等 6/21 1/28
外国語活動・英語科教育実践研修 外国語活動・英語科担当 6/28 11/21 2/14

ICT活用教育推進研修 ICT活用教育推進リーダー 9/18　1/23
学級経営研修 中堅研未受講者 2/10 小中別開催

特別支援教育推進研修 特別支援学級担任等 5/24 8/1 第2回は生徒指導主事研修と合同

施策名 （６）教職員の指導力向上 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　次期学習指導要領の移行期となり、より一層資質・能力を育む「主体的・対話的で深い学び」の実現が求められ
ている。併せて、「学びの変革」全県展開、本市で推進しているつながり支援プロジェクトのより一層の充実のた
め、教職員の指導力向上が求められている。また、各主任の機能を向上させることや経験年数の浅い教職員の育成
も課題である。

目　　
的 市内小中学校全教職員

　教育現場を取り巻く今日的な課題や学校の実態に応じた質の高い研修会（プログ
レス研修）を実施することで、教職員の資質・指導力の向上が図られ、信頼される
教職員が育成されている。

基
本

3

課
題
別

内部評価

Ａ

指
標

　数値としての指標は設定していないが、今後も全国レベルの講師を招聘すること、毎年設定するキャッチコピー
（令和元年度は、①授業を変える②学級集団を変える③教職員を変える）を踏まえ、どの研修もこれらを意識した
ものとする。

今
後
の
対
応

　令和２年度も、当初は①授業が変わる②学級集団が変わる③教職員が変わる研修を計画していたが、新型コロナ
ウイルス感染症対策のために多くの集合研修が開催中止にせざるを得なかった。そこで、急遽計画変更し、指導主
事が校内研修等に多く出向くようにし、コロナ禍の中でも教職員の研鑽と修養を止めないように工夫していく。
　ただし、学校は児童生徒の健康・安全と学力保障を最優先に取り組んでいくので、学校の現状を見極めながら必
要な研修に対して支援をしていく。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

職
能
別

成
果
と
課
題

　教職員夏季研修では、元文部科学省初等中等教育局視学官である國學院大学田村学教授
を招聘し、令和２年度から全面実施される新学習指導要領に合わせて、「主体的・対話的
で深い学びの実現に向けて」という演題で、実例を踏まえた示唆に富む講演をいただき、
参加した188名も大変満足していた。また、生徒指導主事研修と特別支援教育推進研修を
合同で開催し、特別支援教育の視点での生徒指導について研修を深めることができ、学校
の協働体制の構築や学校における教育指導についての認識合わせについて、大変有意義な
ものとなった。今年度もプログレス研修の研修内容を各校の校内研修で実践できるように
工夫したので、各校の校内研修等で活用してもらえた。

学
識
経
験
者
の
意
見

○非常に力を入れていると思う。
○実施方法を工夫して、取組を進めてほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

②　読書活動の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①

②

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

①　道徳教育の充実

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 学校や社会のルールを守っている児童生徒の割合（※「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

目標値 小92%　中93% 小93%　中94% 小94%　中94% 小94%　中94% 小95％　中95％

実績値 小92.9% 中93.9% 小94.3% 中94.7% 小93.7% 中95.6% 小95.7% 中94.6%

指標の説明 １ヶ月に１冊も本を読まない児童生徒の割合（※「基礎・基本」定着状況調査〔広島県〕）

目標値 小5.0% 中19.0% 小4.0% 中14.0%小3.0% 中9.0% 小2.0% 中4.0%小0％　中0％
実績値 小7.3% 中18.5% 小7.7％ 中23.4％ 小7.7％ 中16.8％ 小8.0％ 中16.9％

施策名 （１）心の教育の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　中学校では「特別の教科　道徳」となり、授業や評価の研修が進んでいる。昨年度、別葉の作成を行ったが、
評価についての周知がやや停滞している。
　小・中学校とも児童・生徒の一人当たりの学校図書館での貸出冊数が年々増加している一方で、１か月に１冊
も本を読まない児童生徒の割合（不読率）が減少しない。

目　　
的 小・中学校の児童生徒

・道徳の時間が「特別の教科　道徳」となり、児童生徒が自己を見つめ、物
事を多面的・多角的に考え、自己の生き方についての考えを深める。
・読書活動の充実を図ることにより、児童生徒の考える力を培い、豊かな感
性や情操を醸成し、幅広い知識が身に付いている。

小中学校の道徳教育推進教師対象のプログレス研修（道徳教育推進研修）を実施した。また、野坂中学校が
文部科学省委託事業「道徳教育改善・充実」総合対策事業を受け、国や県の進める「道徳科」の趣旨を踏ま
えた実践を研究し、市内小・中学校へ研究成果を普及した。

　中学校は「特別の教科　道徳」が始まり、授業の実践交流に加えて、評価についての研修も
行うことができた。また、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた指導の工夫について、考
えを共有し、深めることができた。

内部評価

Ｃ

　読書活動推進員が研修の成果を生かし、子ども達が本に親しむための取組を行い、読書に対
する意欲を引き出すことができた。また、７名の児童が「子ども司書」養成講座を受講し、学
校や市民図書館において読書活動の充実に向けた取組を行うことができた。しかし小・中学校
ともに不読率の目標値に達することができなかった。

プログレス研修（道徳教育推進協議会）を年間２回実施する。新型コロナウイルス対応に関わり、本年度中止
となる研修会等については、可能な限り、配付予定であった資料等の情報提供をしていく。

読書活動推進員の研修を年間２回行う予定であったが、コロナウイルス感染症拡大防止のため第１回が中止と
なった。学校図書館教育の充実を図るために、研修資料を送付したり各校の特色ある取組を市教委だより等で
情報発信したりする。また、「子ども司書」養成講座を継続し、児童自らが読書の大切さを発信していけるよ
うにする。「広島県子供の読書活動推進計画（第四次）」を受けて、「廿日市市子どもの読書活動推進計画
（第三次）」を作成する。不読率の改善を図るために、児童生徒の自主的な読書活動の状況を把握し、読書習
慣形成のための取組に反映させる必要がある。

外部評価

Ｃ

取
組
内
容

 「廿日市市子どもの読書活動推進計画（第二次）」に基づいた取組を行った。
・各校において読書活動推進員や図書委員会を中心として、「子ども読書の日」に関する取組や各校に
おいて実態に応じた取組を実施した。また、子ども達に読ませたい本、子ども達が読みたい本を「廿日市お
すすめの本２０１冊」としてまとめ、各小・中学校へ配付した。
・読書活動推進員の研修を２回実施し、協議・演習等を行った。
・児童に対しては、「子ども司書」養成講座を実施し、読書活動を推進するリーダーの育成を行った。

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○取組の成果が上がらないのであれば、見直しが必要である。
○本を読まない児童生徒が読みたい本は何なのか調査をしてみてはどうか。
○成果を上げるためには、朝読書時間を設けるなど強制的に行う方法もある
が、目標と手段をどうするか考える必要がある。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
（1）いじめの問題への対応

①廿日市市いじめ問題対策連絡協議会、廿日市市いじめ防止対策委員会の設置
・廿日市市いじめ問題対策連絡協議会･･･年１回開催　　廿日市市いじめ防止対策委員会･･･年３回開催　
②学校環境適応感尺度（アセス）（注22）の実施
・市内全小･中学校で年間３回実施及び、教育委員会指導主事による研修講師の派遣の実施。
③学校に対する支援体制の充実

（2）つながり支援プロジェクト（注25）の推進
・児童生徒同士が関わり合い、自己有用感（注26）を高める活動の推奨
・実践事例集の作成・紹介による効果的な実践事例の周知・普及

 (3)教育相談体制の充実

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 自分の良さは、まわりの人から認められていると回答した児童生徒の割合（「基礎・基本」定着状況調査）

目標値 小70%　中70% 小70%　中72% 小72%　中72% 小73%　中74% 小75％　中75％
実績値 小68.8%　中71.4% 小70.4%　中69.5% 小70.9%　中70.3% 小74.6%　中72.2%

指標の説明 不登校児童生徒の割合（児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査〔文部科学省〕）
目標値 県平均以下 県平均以下 県平均以下 県平均以下 小0.45％　中2.50％

実績値 小0.64%　中4.03% 小0.65%　中3.74% 小0.65% 中4.32% 小0.76%　中4.01%

施策名 （２）子どもが安心して通える学校づくりの推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　本市のいじめの認知件数の1,000人当たりの割合は、これまで全国・県平均よりも高く、積極的ないじめの認知はできている。し
かし、依然認知件数が少ない学校があり、いじめを認知が適切にできていない可能性がある。令和元年度の不登校の発生率は、特に
中学校が全国・県（平成30年度）よりも高い。全国・県平均より割合は低いが、約3割の児童生徒が「自分のよさを周りの人から認
められていない」と回答している。（令和元年度調査より）

目　　
的 小・中学校の児童生徒

　全ての児童生徒が、いじめや不登校などの不安を抱かず、生き生きと学校生活を送
ることができる学校体制づくりを支援する。

・心の教室相談員や生徒指導アシスタントを配置したり、スクールカウンセラー（注23）、スクールソーシャルワー
カー（注24）等を必要に応じて学校に派遣するなど、子どもに寄り添いながら居場所づくりに取り組んだ。

・心の教室相談員や生徒指導アシスタントを配置したり、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等
を必要に応じて学校に派遣したりするなど、教育相談体制の充実を図った。

・市内全小・中学校でいじめアンケートを年３回実施し、実施後に必要に応じて教育相談を実施した。また、いじ
め防止対策委員会の助言により、より児童生徒が安心して答えられるようにアンケート内容の一部見直しを図っ
た。

内部評価

Ｃ

外部評価

Ｂ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

・学校は、いじめを認知した時には個人で対応するのではなく、組織的に判断し対応している
ケースが増え、組織的に対応する学校体制ができつつある。
・児童生徒や家庭環境の課題に学校が対応する際に、スクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカー等専門家に依頼するケースが増えてきている。
・平成26年度より取り組んできた「つながり支援プロジェクト」の実践事例集を作成し、市内の
各校に周知・徹底を図ることができた。

指
標

今
後
の
対
応

・新型コロナウイルス感染症の影響により、家庭環境が大幅に変化した児童生徒がいることが考えられる。そこで、
スクールソーシャルワーカーより学校へ積極的に連携を図り、該当の児童生徒や家庭の問題に早期に対応できるよう
にする。また、スクールカウンセラーによるカウンセリングも積極的に働きかけ、児童生徒や保護者の心のケアをし
ていく。
・いじめ認知については、いじめに関する教職員資料を活用し、いじめの定義について共通認識を図る研修を各校で
実施し、校内で同じ判断基準をもとに認知する体制を構築するよう指導する。
・配慮が必要な児童生徒に対応する「心の教室相談員」「生徒指導アシスタント」「特別教育支援員」を「子どもつ
ながり支援員」に統合し、業務内容に幅を持たせることで、切れ目のない支援の実現を図る。
・「家庭環境」が不登校の要因に占める割合は小学校が高いが、スクールソーシャルワーカーに相談する件数は中学
校が圧倒的に多い。そこで、小学校の段階で早期に課題を察知し、積極的にスクールソーシャルワーカーを活用する
ように働きかけ、早期解決を図る。

学
識
経
験
者
の
意
見

○個別のケースに柔軟に対応し、成果も上がっている。
○引き続き関係課と連携をとって、取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

施策名 （３）子育てサポート体制の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　発達障害をはじめとした、特別な支援が必要な子ども達に対して、一人ひとりの自立に向けた支援が必要と
なっている。そのために、各園・校に配置されている特別支援教育コーディネーター（注27）の育成、通級指導（注

28）担当者の専門性の向上、専門性の高い人材の派遣、教職員や子ども達を支援する人材の配置が必要となる。

目　　
的

幼・小・中学校の幼児児童生
徒

・特別な配慮が必要な子どもについては、関係課や関係機関が連携しながら心身
の発達状況を的確に把握し、子ども達一人ひとりがニーズに応じた適切な教育的
支援を受けている。

内部評価

Ａ

指標の説明 支援員のサポートによる教職員の満足度（教職員対象アンケート）

目標値 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%

実績値 90.5% 93.8% 93.2% 93.9%

外部評価

Ａ

取
組
内
容

一人ひとりの自立に向けた特別支援教育の充実
　ア　研修内容の充実
　　　特別支援教育推進研修は年間２回実施した。１回目は、特別支援教育コーディネーターを対象とした研修会を実施
　　し、特別支援教育コーディネーターとしての役割や校内における特別支援教育の在り方について研修を行った。２回目
　　は、生徒指導主事研修と兼ねて開催し、生徒指導と特別支援教育の二つの視点から指導の在り方について学び、特別支
　　援コーディネーターと生徒指導主事とが連携を図りながら取り組むことの大切さを確認することができた。

　イ　特別支援教育士（注29）の配置
　　　２名の特別支援教育士が各学校での巡回相談を行い、障がいのある幼児児童生徒への支援に対する助言、教職員及
　　び保護者への教育相談等を実施した。
　　　H30年度　配置時間：週当たり28時間　学校巡回相談の実施回数：小学校437回　中学校124回
　　　R01年度　配置時間：週当たり28時間　学校巡回相談の実施回数：小学校437回　中学校96回

　ウ　特別支援教育支援員（注30）の配置
　　　学校の状況に応じ、市内小・中学校に特別支援教育支援員を配置し、障がいのある児童生徒の個別支援を行った。
　　　H30年度　配置校数（人数）　小学校17校（62人）　中学校 9校（19人）
　　　R01年度　配置校数（人数）　小学校17校（64人）　中学校 9校（25人）　

成
果
と
課
題

　年間２回の研修を通して、特性に応じた指導をするための力量を高めること、特別支援教
育コーディネーターと生徒指導主事が連携して子どもをみていくことやユニバーサルデザイ
ン化された指導について学び、共通理解を図ることができた。また、通級指導教室担当者会
を年間５回実施し、指導者の資質向上と通級指導教室の理解啓発を行うことができた。専門
性を有する特別支援教育士の派遣により、教職員や保護者のニーズに応えるとともに、地御
前小学校の通級指導教室の新設に向けて指導助言を行うことで、スムーズに開設することが
できた。さらに、特別支援教育支援員を学校に配置することにより、障がいのある児童生徒
の個別支援を行うことができた。

指
標

今
後
の
対
応

　令和２年度は、年間２回の研修を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となっ
た。適切にアセスメントする力と対応力の向上を図り、ユニバーサルデザインの考え方を生かした教育活動を行
うことができるように、校内研修等で指導したり、市教委だより等で情報を発信したりする。
　特別支援教育アドバイザーについては、引き続き、通級指導教室の指導や特別支援学級の指導に重点を置き、
教職員や保護者のニーズに応える。通級指導教室担当者会を年間３回実施し、指導者の資質向上と通級指導教室
の理解啓発を行う。
　学校の状況に応じ、子どもつながり支援員・看護員を配置し、障がいのある児童生徒の個別支援を充実させ
る。

学
識
経
験
者
の
意
見

○引き続き、取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

児童・生徒会活動の活性化
【生徒会サミットの実施】

①　生徒会担当者連絡会の実施（令和元年6月26日）　
・各中学校の担当者を集め、今年度の生徒会サミットのコンセプト等について説明した。

②　生徒会サミット開催（令和元年8月27日）
・参加者･･･　各中学校生徒会代表30名
・協力者･･･　廿日市市ＰＴＡ連合会、広島修道大学
・内容　①グループ別実践交流　②意見交換　③グループ協議　④全体協議

③　取組結果

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

　
５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

施策名 （４）児童生徒の自主的な活動の推進 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

・生徒会サミットを開催し、各校の生徒会活動の取組について協議をすることを通して、主体的な生徒会活動を
目指してきた。しかし、サミットは年１回の開催で、その後の活動は学校での活動が中心であり、主体的な活動
が実践されたか、採択された取組が年間を通して反映されていたかについては十分把握できていない。また、中
学校が中心の活動のため、小学校の児童会活動まで広がっていない。

目　　
的 小・中学校の児童生徒

・今日的な課題をテーマとした協議を通して、市内の児童・生徒会活動の活性化を
図るとともに、身の回りの問題を自らの手で解決しようとする生徒の自主的・実践
的な態度が育まれている。

・「いじめの空気をつくらない。そのために私たちができること」という共通のテーマのもと、日々の学
校生活の中から意見を出し合い、議題を深めることができた。

・六つのグループから行動目標を発表し、各学校で取組を広げていくことを確認した。最後に代表が「行
動宣言」を発表することで、参加者のいじめ撲滅に対する決意を新たにすることができた。

・平成30年度より、話し合うテーマを生徒会自ら決定し考えを交流するようにしたことで、参画意識が高ま
り、考えが深まった生徒が多くいた。

内部評価

Ａ

指標の説明 学級や学校、地域をよくするために何をするべきかを考えたことがある生徒の割合(参加者）
※教育振興基本計画において設定していた全国学力学習状況調査の指標がなくなったため、生徒会サミットでのアンケートを使用する。

目標値 80% 80% 85% 90% 95%

実績値 － 100% 100% 100%

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

・他の学校と取組を交流したり、年間を通じていじめ防止のための活動ビジョンを意識
して活動したりすることで、生徒会活動の活性化につながった。
・「いじめの空気をつくらない」というテーマで話し合い、そのために自分たちに何が
できるのかを考え、行動目標を決定することで、自主的・実践的な態度を育むきっかけ
となった。
・生徒会サミットで決定したことが次の新生徒会へうまく継承されず、取組が途切れて
しまいがちになるところがある。決定した行動宣言に基づいた取組が新生徒会へと継承
されていくために、次へつながる手立てを講じなくてはならない。

指
標

今
後
の
対
応

・生徒会サミットは新型コロナウイルス感染症の影響で中止となった。そこで、従来とは内容が異なるが、生徒
会担当者会で生徒会として何ができるのか考えることにした。昨年度の生徒会サミットで採択された行動目標
「伝えよう！感謝の気持ちとがんばる姿」を踏まえ、感謝の気持ちを伝えたい相手や頑張っている姿をみんなで
イメージ共有し、映像で一つの形にしたい。そして広く発信できるようにする。

学
識
経
験
者
の
意
見

○引き続き、取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
1

2

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　外部指導者の活用

②　文化活動・スポーツ活動の促進
文化活動やスポーツを通じた青少年育成を行うため、優秀な成績を収めたものに対して
「はつかいち文化・スポーツ市長賞」を贈呈した。

廿日市市スポーツ協会にジュニアリーダー養成事業を委託し、地域のリーダーを育成する

とともに、リーダー相互の交流と親睦を深めた。例年は、アルカディアビレッジで実施していたが、

（小学４年２名、５年１２名、６年４名）

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

①外部指導者の活用

②文化活動・スポーツ活動の促進

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①外部指導者の活用

②文化・スポーツ活動の促進

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 １ 「ふるさと廿日市」に愛着と誇りをもち、社会を生き抜く力を育む学校教育の充実

施 策 の 柱 子ども達の状況に応じた教育や心の教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

団体競技（団体） 個人競技（人）
24 99

閉館によりもみの木森林公園で実施した。そのため少人数での実施となった。　参加者１８名

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）
指標の説明 ジュニアリーダー養成講座実施回数

目標値 1回 1回 1回 1回 1回
実績値 1回 1回 1回 1回

指標の説明 ジュニアリーダー養成講座参加種目数
目標値 4種目 4種目 4種目 4種目 4種目
実績値 5種目 4種目 5種目 5種目(6団体）

指標の説明 はつかいち文化・スポーツ市長賞受賞者人数
目標値 60人 60人 60人 60人 60人
実績値 67人 69人 71人 123人

・各中学校が「学校の部活動における活動方針」を策定し、持続可能な部活動の実現に努める。

施策名 （５）文化・スポーツを通じた青少年の健全育成 担当課名 学校教育課・生涯学習課

現
状
課
題

・文化活動・スポーツ活動を行う機会の提供
・地域のリーダーを育成し、人数を増加させる必要がある。
・平成30年度以降の部活動指導員制度を見据え、学校のニーズに応じた方法を模索する必要がある。

目　　
的 青少年 　文化活動・スポーツ活動を通して青少年の健全育成が図られている。

部活動における指導力の向上や指導体制の充実を図る。
部活動指導員配置促進事業により、市内中学校の９部活動において部活動指導員を導入中

内部評価

部活動の顧問として技術的な指導を行い、担当教諭等と連携を図ることで生徒の指導や引
率を行った。

Ａ　ジュニアリーダー養成講座について、受入施設の閉館に伴い、苦慮することとなった
が、無事実施ができた。

・継続して外部指導者を活用するとともに、部活動指導員を増員することで、生徒の能力に応じた適切な指導がで
きる体制作りと、生徒が主体的に活動できる部活動運営に努める。

・廿日市市スポーツ協会と連携して、廿日市市内の地域特性を活かした活動により地域のリーダーを養成すること
で、地域が活発になるように人材育成を行う。
・はつかいち文化・スポーツ市長賞贈呈を継続的に実施し、青少年の健全育成に努める。

学
識
経
験
者
の
意
見

○市長賞の基準を明確にしてほしい。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

3

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①

②

③

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

③

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

③

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

地域学校協働本部（注31）の設置及び活動推進

放課後子供教室（注32）の推進

佐伯高等学校の魅力化

①②

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）
指標の説明 小学校区における地域学校協働本部の設置数

目標値 16 17 17 17 17本部
実績値 15 17 17 17

指標の説明 佐伯高等学校の生徒数（５月１日現在）
目標値 80人 80人 80人 80人 80人以上
実績値 82人 80人 93人 81人

①②　

施策名 （１）地域による学校支援 担当課名 生涯学習課・教育総務課

現
状
課
題

・地域学校協働本部の活動への理解を深め、協働によるまちづくりを推進しつつ、コミュニティ・スクール導入に取り
組む必要がある。また、新型コロナウイルス感染症予防に努めながら、活動の停滞を防ぐ必要がある。
・中山間地域にある佐伯高等学校は、広島県の方針により一定規模（80人以上）の生徒が確保されなければ廃校の可能
性がある。佐伯高等学校の魅力をさらに高めていく必要がある。

目　　
的

・小・中学校児童生徒
・佐伯高等学校生徒
・地域住民

・学校、家庭、地域が一体となって子どもを育てる環境が整っている。
・市内の小中学校においてコミュニティ・スクールの試験的導入に向けた取組が実施さ
れている。
・佐伯高等学校の教育活動や部活動等の魅力化支援を通して、学校の維持存続を図り、
地域における教育環境が確保されている。

　平成３１年４月に学校支援地域本部から地域学校協働本部へ体制を移行し、各協働本部へ指導・助言を行った。
各協働本部の活動の充実を図るため、廿日市市地域学校協働会議を開催し、活動の方向性に関する研修や地域の人
材確保など課題への取組についての意見交換を行った。幅広い層のネットワークを形成するために企業を訪問し、
地域学校協働活動に参画する団体を増やす取組を進めた。企業連携事業としては、児童がメニューを考案したオリ
ジナル弁当作りやお弁当メニューの開発、企業からゲストティーチャーを招き「建築の話」の授業を行った。

　既存の活動に対し指導、助言を行った。また、各協働本部と調整を行い、新たに津田小学校区で新規開設するこ
とができた。平成３０年度８か所　→　平成３１年度９か所

　佐伯高等学校の存続・魅力化に向けて、佐伯高等学校同窓会や地区コミュニティ推進協議会、商工会、行政機関
で構成する「広島県立佐伯高等学校を応援する会」を２回開催し、取組内容について協議を行った。
　行政の支援としては、令和元年度も引き続き、下宿費・下宿改修費・通学費の補助を行った。
　佐伯高校の強みである少人数指導や個別指導の更なる充実や地域資源を活用した教育活動・国際交流を推進する
ために、地域支援員（注33）も引き続き配置した。
　生徒の学習を支援する公営塾の運営を行い、学習支援員（数学・英語）及び地域支援員により、問題集等を活用
し、生徒一人ひとりに合わせた個別指導を行い、生徒の教育環境を充実させた。また、公営塾の体験を、佐伯中学
校の３年生の生徒を対象に高校内で行った。

　廿日市市地域学校協働会議において研修や情報交換の場を設けることにより、協働活
動の充実に向けた取組を進めた。今後は、コミュニティ・スクール（注34）の導入に向け
て、学校、家庭、地域の課題を共有し、共通の目標・ビジョンを持つ必要がある。ま
た、活動者に高齢者が多いため新型コロナウイルス感染症予防対策を徹底しながら、活
動が継続できるよう地域学校協働本部を支援する必要がある。

内部評価

Ａ　他市や他県から生徒を受け入れるための支援や補助を引き続き行い、佐伯・吉和地域の
中学校と密に連携をとったことで、令和２年度の入学者の増加につながった。佐伯・吉和
地域からの入学者は増加したが、他市や県外からの入学者は伸び悩んだ。

　活動のより一層の充実を図るため、地域の各団体、ＰＴＡ、民間企業等へ参画を呼びかける。コミュニティ・
スクールの導入に向け、モデルとなる学校を定めて試験的導入を進めるとともに、学校運営協議会と地域学校協
働活動の一体的な推進を図るため、住民や教職員を対象とする研修を開催する。各協働本部及び学校へ新型コロ
ナウイルス感染症予防について通知し、感染予防対策を徹底した上で活動を実施する。

　学校の存続のためには、他市や他県からの入学者、佐伯・吉和地域からの入学者両方の定着を図る必要がある。
そのため、関係機関で構成するワーキングチームで協議を行い、中山間地域の中学生が遠隔地への進学を強いられ
ることのないよう、更なる佐伯高等学校の魅力化に取り組む。また、中学生を対象とした公営塾の体験を今年も継
続して行う。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取組んでいる。
○佐伯高校に行きたいと思える特徴を強化してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

3

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①

②

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①

②

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 家庭・地域と学校が協働して創造性豊かな子どもを育てる教育の推進

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

未来を担う子ども・若者の育成支援

家庭教育支援の充実

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 青少年健全育成条例に違反していない店舗の割合
目標値 100% 100% 100% 100% 100%
実績値 100% 98% 94% 100%

指標の説明 しゃぼん玉新聞の発行回数
目標値 3回 3回 3回 3回 3回
実績値 3回 3回 3回 3回

施策名 （２）家庭・地域との連携による青少年の健全育成 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

　各機関で開催される講座やイベントへ参加できない、支援の必要な家庭に対して、こども課とも連携を図りな
がら、どのように支援を取り組むかが今後の課題である。

目　　
的 家庭教育支援に関わる人 　家庭・学校・地域が連携し、青少年を健全に育成する環境をつくる。

　「親の力」をまなびあう学習プログラム（親プロ）（注35）ファシリテーター（注36）スキルアップのためのス
テップアップ研修に、登録ファシリテーターが参加した。
　青少年育成団体との連携により青少年健全育成新聞「しゃぼん玉」の年３回発行する。「しゃぼん玉」を市
内全小中学校の児童生徒へ配布し、必要な相談窓口等の情報を提供した。

　青少年育成団体の活動を支援するとともに連携を深め、広報啓発活動や立入調査等の
実施により、青少年の健全育成の環境を整えた。令和元年度は、52店舗を立入調査し、
改善指導が必要な店舗はなかった。
　成人式やダンスイベント、「ＶＯＩＣＥ２０１９」等を通じて青少年団体や学校・地
域と協働し、青少年の主体的な活動を促すイベントを実施した。

内部評価

Ａ　ファシリテーターのスキルアップを図るため、ファシリテーターの情報交換会を企画
したが、新型コロナウィルス感染症予防のため、開催することができなかった。青少年
健全育成新聞の発行により、全ての児童生徒に対して必要な情報を届けた。

　青少年育成団体と連携し、引き続き、子ども・若者支援活動を推進する。また、新型コロナウイルス感染症
の影響を受けて学校が休校となる中で、青少年団体が実施する事業についても、コロナ対応やＳＮＳ問題の解
決等新たな課題の解決に向けた取組についても推進するよう各団体と協議する。

　関係施設へのチラシ配布等により親プロの周知を行う。また、ファシリテーター間の情報交換や資質向上の
ために情報交換会を開催する。また、ファシリテーターの派遣先を増やす取組を進めるため、子育て支援セン
ター（ママフレンド）との取組をすすめる。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

・広報啓発活動（チラシ配付、FMはつかいち、青少年健全育成新聞、のぼり旗設置）を全市的に実施した。
・書店、コンビニエンスストア等への立入調査を毎年定期的に実施している。また、青少年健全育成団体によ
る夏休みの安全パトロール（廿日市地域各中学校区ごと）、あいさつ運動、白ポスト回収等を実施した。
・青少年が運営に関わる場として、成人式やダンスイベント、児童生徒の意見発表会「ＶＯＩＣＥ２０１９」
等を実施した。

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○引き続き、取組を推進してほしい。
○ボランティアの方に協力してもらい、よく取り組んでいる。
○支援を必要とする家庭は何件あるのか調査し、そこから概算を立てて
もらいたい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

4

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　市民センターにおけるまちづくり事業の推進
・地域福祉に関する職員研修（手話研修等）を11回実施した。

・地域拠点施設（旧宮島支所跡地）整備工事等（旧宮島支所解体工事、斜面安定工事等）
・空調設備改修工事（大野西・宮園市民センター）
・音響設備改修工事（串戸市民センター）

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①　市民センターにおけるまちづくり事業の推進

②　市民センターの整備

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①

②

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

・職員が地域課題を常に意識して主催事業を企画することができるようになり、全市民
センター主催事業における課題解決事業数は増加した。

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 全主催事業における課題解決事業の割合
目標値 15% 19% 23% 27% 30%
実績値 17% 21% 18% 37%

指標の説明 工事の件数
目標値 5 3 7 3 4
実績値 5 3 7 3

市民センターにおけるまちづくり事業の推進
地域課題を意識するよう報告書の様式を改訂し、地域課題を把握するための研修を実施する。
地域課題を共有する他課等との連携事業を増やすことにより、地域の課題解決につなげる。
市民センターの整備

施策名 （１）協働によるまちづくりの推進 担当課名 地域政策課

現
状
課
題

・学習成果が地域の課題解決につながる主催事業の数は年々増加している。地域課題の把握と事業の企画立案を
するための研修をさらに充実していく必要がある。
・生涯学習・まちづくりの拠点となる市民センター（注37）において、エレベーター設置やトイレ改修によるバリア
フリー化、老朽化した設備の更新を計画的に実施する。

目　　
的

市民、住民自治組織、各種団
体

・地域住民がいつでも集い、学び合う場をつくるとともに、学習した成果を地域の
課題解決につなげていく取組ができている。
・市民センターが、より地域に密着し、生涯学習・まちづくりの拠点施設としての
機能を効果的に発揮している。

・社会教育主事講習や各種研修に参加して、職員の企画能力の向上を図った。それによりまちづくり講座
が充実してきている。

②　市民センターの整備

内部評価

・実施する事業の質を高めるため、事業の振り返りを行い、PDCAサイクルを廻してい
くとともに、引き続き事業を企画・立案する職員のスキルアップのための研修を計画

Ａ・施設の利用環境を整備するため老朽化した空調設備、音響設備の改修工事を実施し
た。
・新たな拠点施設を整備するため、宮島に地域拠点施設を新設工事に着手した。

　引き続き、施設の利用環境を整備するためエレベーター設置によるバリアフリー化、トイレの洋式化、老朽
化した空調設備の改修等を実施する。
　平成30年度に策定した長寿命化計画に基づき、計画的に施設の改修・バリアフリー等を進めていく。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○課題を明確にし、引き続き取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
2

4

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①

② .

③

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

③

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①
②

③

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ２ 自ら学び、学びにより人と人がつながり、まちづくりに寄与する教育の推進

施 策 の 柱 まちづくり活動に誰もが参画しやすい環境づくり

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

学習機会の充実

図書館活動の充実

家庭・地域における食育の推進

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

　新しい生活様式に基づいたイベント及び講座等については、大学・各種団体と協議しながら企画し開催する。

　食育啓発冊子の発行やイベント等を継続し、家庭・地域における食育の推進を図る。

施策名 （２）生涯にわたる学びの推進 担当課名 学校教育課・生涯学習課・はつかいち市民図書館

現
状
課
題

・多様な学びに応えられる学習機会を提供する必要がある。
・児童に対する読書推進活動を充実させる必要がある。

目　　
的 市民

少子高齢化、男女共同参画、人権、平和、地域防災や再チャレンジ等に取り組み、多様
なライフスタイルに応じた学びを支える環境整備、学習機会の提供ができている。

　生涯学習情報を、市広報をはじめ市内各所へのチラシや冊子の配布、関係会議での告知･案内、毎週FMはつかいち
で発信した。また、大学連携講座を４大学と実施した。
　はつかいち平和の祭典実行委員会事業である「はつかいち平和コンサート2019」を開催した。
　生涯学習フェスティバルにおいて、ミニステージに加え大ホールで市民ステージを開催し、49団体が出演するな
ど、学習成果の発表の場を提供した。

　小・中学校に対しては、子ども司書（4校7名）、キャリアスタート（3校11名）の受入れ、社会見学（9校9回）、
昔話出前派遣事業(10校19回）、ブックトークボランティア（注38）派遣事業(6校)を実施した。また、保育園に対して
は移動図書館車巡回による団体貸出し（13園）及び出前おはなし会(6園)を実施した。
　「子どもと本の講座」を、はつかいち（5回参加者380人）、大野（1回参加者101人）で実施した。

　県教委が主催する「ひろしま給食100万食プロジェクト」に参画し、本市では、地元の食材を活用した「廿日市市
統一メニュー」を作成し、総食数5万食を目標に実施した。各家庭に対して「廿日市市『ひろしま給食』だより」を
配布し、児童生徒に対して「食べたよ！カード」を配布した。また、廿日市市生涯学習フェスティバルでは、試食及
びレシピ配布により啓発を行ったほか、こども課との共催で食育講演会を開催した。

　公開講座等を9講座実施し、延べ772人参加があるなど、多様な学習機会が提供できた。「は
つかいち平和コンサート2019」では、来場者と参加者を含めた953人による平和への願いを込め
たコンサートを開催し、多くの市民に平和の大切さを伝えた。今後、新型コロナウイルス感染
症予防の観点から、講座やイベントのあり方を見直す必要がある。

内部評価

　講演会で作家から絵本に込めたメッセージを発信していただき、その言霊を参加者が受け取
ることにより「読み聞かせ」の輪が広がっていく大切さを伝えることができた。また、図書館
司書による発達段階に応じた読み聞かせのコツの研修では、読み聞かせボランティアの育成に
つながり、市民の読書環境を整えることができた。一方、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、おはなし会等事業の中止や臨時休館をすることになり、市民に図書や情報を提供できな
くなったことに苦慮した。

　「ひろしま給食100万食プロジェクト」に合わせ、家庭・地域に対し、「廿日市市『ひろしま
給食』だより」約10,400枚を配布した。また、廿日市市生涯学習フェスティバルでは、参加者
に対し試食約300食、レシピ約300枚を配布し食育を啓発したほか、食育講演会では約50人の参
加者に対し「子どもの健やかな発育・発達と食育」をテーマに食育の大切さを伝えた。

指標の説明 団体（学校・保育園等）への貸出冊数

目標値 40,000冊 42,000冊 43,000冊 44,000冊 45,000冊

実績値 37,367冊 35,462冊 34,639冊 31,621冊

今
後
の
対
応

　昨年度末に図書館基本計画を策定し、今後10年間の図書館事業の方向性を定めた。引き続き市民のニーズに合わせ
た展示や事業を行い、読書推進を行う。また、コロナウイルス感染の第2波が来ることを想定し、市民に図書を提供
できる方法を検討したい。

外部評価

Ｂ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

Ｃ

指
標

学
識
経
験
者
の
意
見

○関係機関と協力し、魅力的な講座を開催し参加者数も増えており、評価でき
る。
○指標のみで評価するのではなく、総合的に評価してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
3

5

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　「ふるさと廿日市」への愛着と誇りの育成

②

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】
①

②

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成

施 策 の 柱 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

指標の説明 地域教材を活用した授業実施率
目標値 ─ 85% 90% 100% 100%
実績値 100% 100% 100%

指標の説明 今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割合（全国学力・学習状況調査〔文部科学省〕）
目標値 ─ 小6 72% 中3 50% 小6 73% 中3 50% 小6 74% 中3 50% 小6 75% 中3 50%
実績値 小6 70.3% 中3 49.2% 小6 67.3% 中3 49.2% 小6 65.6% 中3 49.9% 小6 73.1% 中3 54.1%

施策名 （１）ふるさと学習の推進 担当課名 学校教育課・地域政策課

現
状
課
題

　社会が激しく変化する中で、次世代を担う子ども達が、「ふるさと廿日市」に愛着と誇りを育む必要がある。各
小・中学校では、総合的な学習の時間や社会科等を活用し、郷土の歴史や文化、先人の努力や知恵を学んでいる。し
かし、ふるさとへの愛着と誇りがより広がり、根付くためには、ふるさとの魅力について発見したり、再認識したり
できる体験的な活動や探究的な学習を充実させる必要がある。

目　　
的 児童生徒・市民

・授業で活用できる資料を作成し、子ども達が魅力ある郷土の歴史や文化をはじめ、先
人の努力や知恵を学ぶことができるようにする。
・ふるさとへの愛着と誇りが市民の中で広がり根付くよう、多彩な地域の資源を守る活
動や郷土の歴史や文化、産業について学ぶ機会を充実させる。

・市民センターにおいて、ふるさとへの愛着と誇りを育てる主催事業を実施した。（歴史ウォーキング、盆踊りの
練習、水辺の生き物観察、凧揚げなど）（平成31年度　開催回数：450回、参加延人数：12,520人）（平成30年度  
開催回数：305回、参加延人数：9,313人）
・ロビー展などでふるさとへの愛着と誇りを育てる展示を実施した。
・地域の歴史や伝統文化を学ぶ自主グループ活動を支援した。

　ステージ発表校に対して、１年間を見通して計画的に支援を行い、地域人材を活用しながら学習を
進めることができた。「ふるさと学習発表会」を開催し、開催後には市民ホールにてステージ発表や
展示発表の様子を電子黒板で発信することで、廿日市市内の学校の取組を広く保護者・市民に広報す
ることができた。中学校において、地域の行事に参加している生徒の割合が目標値を4.1ポイント上
回った。

内部評価

Ｂ　全21館のうち半数以上の市民センターにおいて、郷土の歴史や文化、産業について学ぶ
主催事業を実施し、地域の大人が講師を務める子ども向けの事業も実施した。事業を実施
するだけでなく、効果の高い事業を実施するため、職員の研修を充実していく必要があ
る。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う臨時休業により、例年どおりのふるさと学習の実施が難しい場合も予想
される。そのため、シティプロモーション室と連携を図りながらオンラインでの進め方を模索したり、個人学習を効
果的に組み込んだ探究的な学習の進め方について各校へ情報提供を行ったりする。令和２年度は、ふるさと学習実践
事例集の作成や「ふるさと学習発表会」の開催ができない場合は、各校の取組の成果を市民ホール等で展示するな
ど、発信方法を工夫する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、市教委として郷土愛を育む「ふるさと学習」について推進することを市民センター全体で共有し、郷土の歴
史や文化、産業について学ぶ主催事業を企画していく。学習の進め方として地域の方を講師に迎えるなどの視点を加
え、市民センターの職員研修で事業の質を高めるための研修を実施する。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

・授業の構想段階から学校に対して支援を行い、１年間を見通して計画的にふるさと学習を実施することができる
ように学校、シティプロモーション室と連携を図りながら、魅力ある郷土の歴史や文化をはじめ、先人の努力や知
恵を学ぶことができるように、学校における講師招聘について情報提供を行った。
・「ふるさと学習発表会」を開催し、市内全校がステージ発表又は展示発表において取組の成果を発表し、「ふる
さと学習」の充実を図った。
・各校の取組をまとめた「ふるさと学習実践事例集」を作成して市内全校、各市民センターに配付した。６月中に
小・中各２校の取組事例を市のHPに掲載した。

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○ふるさと学習発表会は開催方法を工夫して実施してもらいたい。
○継続して実施するために、実践事例集を作成する等、作成過程を残しても
らいたい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
3

5

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

①　文化財や民俗芸能の保存・継承
嚴島神社等文化財の保存修理や、神楽等地域の伝統芸能を継承する活動を支援した。

②　歴史民俗資料館の整備及び活用促進
・郷土の歴史や文化に係る資料保存及び情報発信の拠点である歴史民俗資料館について、活用を推進する
ため、展示紹介の強化や出前講座等の実施に取り組んだ。
・更に、現状や地域事情等を踏まえ、今後の施設の在り方や再編整備の方針について市の経営会議に提案し
検討を進めた。

③　宮島地域の歴史的町並みの保存

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

①　文化財や民俗芸能の保存・継承

②　活用促進の取組みにより、入館者数の維持が図られている。
施設の在り方や再編整備の方針を示すための収蔵資料の調査をすることを決定した。

③　出前講座、総合学習（館内解説含）等を平成29年度は10件、平成30年度は14件、令和元年度
は9件行った。

④　出前講座、総合学習（館内解説含）等を平成29年度は10件、平成30年度は14件、令和元年度

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①　文化財や民俗芸能の保存・継承

新たに文化資源についての保存活用の支援を開始するとともに、文化財保護・活動維持を図れるよう支援を行う。
②　歴史民俗資料館の整備及び活用促進

入館者数の増加に向けて、体験学習の実施など活用促進の取組を進めていく。

③　宮島地域の歴史的町並みの保存
保存修理事業を実施し、町並み保全を進めるとともに、市民の町並み保全意識を高め、重伝建選定を目指す。

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ３ 受け継がれてきた歴史や文化の継承とふるさとに愛着と誇りをもつ心の育成

施 策 の 柱 魅力ある郷土の歴史や文化の学習と次世代への継承

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）
指標の説明 地域の歴史と文化を継承していくための活動を行っている人数（民俗芸能団体で活動する人数）
目標値 194人 194人 194人 194人 194人
実績値 194人 194人 189人 181人

指標の説明 歴史民俗資料館等の年間入館数
目標値 17,853人 17,853人 17,853人 17,853人 17,853人
実績値 17,853人 17,064人 17,028人 17,627人

施策名 （２）文化財の保存・継承 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・嚴島神社などの貴重な文化財の保存。また、郷土の民俗芸能を保存・継承している団体などへの支援
・歴史民俗資料館等は、収蔵品等を保存・活用するためのスペースが十分ではなく、施設も老朽化しており、整備の検討が
必要
・貴重な文化財である宮島地域の歴史的町並みを保全するために、町並み保全に対する市民意識の醸成が必要

目　　
的

・市民及び不特定多数の関心のあ
る人々や次世代の人々
・市民の共有財産である文化財の
価値を長く維持し、将来へ継承す
る。

・受け継がれてきた貴重な文化財を守り、次世代に継承する。
・文化財や郷土の歴史を学ぶ機会が提供されている。

・嚴島神社門前町として宮島地域の歴史的町並みを保存・復元・継承するため、伝統的建造物群保存地区を指定し、
保存計画を策定した。
・更に、伝統的建造物の保存修理に対する補助事業を実施するとともに、指定記念シンポジウム開催など伝統的町並
みの普及啓発に取り組んだ。

内部評価
　嚴島神社等文化財の保存修理や、神楽等地域の伝統芸能を継承する活動への支援により、
民俗芸能団体活動者の維持が図られている。

　伝統的建造物群保存地区を指定し、伝統的な町並み保存に向けた取組を進めることが可能
となった。更に重要伝統的建造物群保存地区に選定されるべく、引き続き市民意識醸成に取
組む必要がある。

　市内の歴史民俗資料館等の収蔵資料調査を実施し、施設の在り方や再編整備の方針について、関係課・関係団体と
調整を行い計画の作成・整備の具体化を行う。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

Ｂ

指
標

今
後
の
対
応

学
識
経
験
者
の
意
見

○コロナの影響がある中で、入館者数が増加していて、よく取り組んでいる。
○文化継承する若手を育ててもらいたい。

32



第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　学校施設の整備

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

②

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①・

・

・

② 今後も関係機関と連携して、通学路の安全対策を図る。

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

②　学校安全の推進

①　学校施設の整備
・阿品台中学校特別教室棟及び管理特別教室棟大規模改修工事が完了した。

・小中学校の普通教室等の空調設備整備について、設置工事が完了した。

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

佐伯中学校に続き、宮内小学校屋内運動場の大規模改修工事の設計に着手する。

防災機能強化の観点から屋内運動場の非構造部材耐震補強設計に着手する。

施策名 （１）安全な教育環境の確保 担当課名 教育総務課・生涯学習課

現
状
課
題

老朽校舎等の改修、生活環境の変化に対応した学校環境の改善

目
的 児童生徒 児童生徒が、安全で快適な教育環境の中で学校生活を送ることができている。

・生徒が安心して快適な学校生活を送れるよう老朽化校舎等の計画的改修整備として、阿品台中学校特別教室
棟及び管理特別教室棟大規模改修工事（２か年工事の２年目）を実施した。

・学校のトイレ環境の質的改善のため、阿品台西小学校、金剛寺小学校、原小学校、野坂中学校、四季が丘中
学校、大野東小学校、津田小学校、友和小学校及び大野東中学校においてトイレ改修工事を行った。

・佐方小学校屋内運動場、宮島小中一貫校、廿日市小学校、吉和小中一貫校、廿日市中学校及び七尾中学校に
おいてトイレ改修工事の設計を行った。

・大野東小学校の渡り廊下改修工事及び宮島小中一貫校のエレベータ設置工事の設計を行った。佐伯中学校大
規模改修工事の設計（２か年設計の１年目）に着手した。
・小中学校の普通教室等の空調設備整備について、設計施工維持管理一括発注方式により契約し、設置を完了
した。

・廿日市市子どもの安全対策推進本部
　児童生徒の登下校時の安全対策を総合的・積極的に推進し、全庁挙げて施策の展開を図るため、「通学路整
備部会」を開催した。【通学路整備部会／12月9日（月）】
・廿日市市通学路安全推進会議
　関係機関が一同に会する会議を実施する予定だったが、新型コロナウイルス感染症予防のため、関係機関と
書面による審議を行い、通学路の安全確保に向けた取組を進めた。

内部評価

・阿品台西小学校、金剛寺小学校、原小学校、野坂中学校、四季が丘中学校、大野東小
学校、津田小学校、友和小学校及び大野東中学校のトイレ改修工事が完了した。

・佐方小学校屋内運動場、宮島小中一貫校、廿日市小学校、吉和小中一貫校、廿日市中
学校及び七尾中学校のトイレ改修工事の設計が完了した。

・大野東小学校の渡り廊下改修工事及び宮島小中一貫校のエレベータ設置工事の設計が
完了した。また、佐伯中学校大規模改修工事の設計に着手した。

　通学路の安全対策について、関係機関と連携して対策の実施等を行い、巻付看板や足
形マークの配布、横断歩道の再塗装、路面標示の新設など、児童生徒が安全に通学でき
るよう通学路の安全対策を図った。

指標の説明 小・中学校大規模改修（長寿命化）実施率

目標値 － 27.7% 28.4% 29.1% 59.2%

実績値 26.4% 27.7% 27.7% 29.1%

トイレの洋式化改修について、引き続き令和２年度において全小中学校の便器の洋便器化率70％以上となる
よう整備する。

学
識
経
験
者
の
意
見

○引き続き、取組を推進してほしい。
○トイレの洋式化は、児童生徒に加えて、ボランティアの方にも大変喜
ばれている。
○通学路の防災マップを作成してはどうか。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

Ａ

指
標

今
後
の
対
応
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

②　校務の効率化を図るＩＣＴ機器の整備

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

①　９年間の学びをつなぐ小中一貫教育の推進

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

施策名 （２）教育体制の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　教職員の意識調査の中で、小中一貫教育の推進が「学力向上において効果がある」、「小中合同研修会は指導力向
上に役立つ」といった設問で、数値が伸びていない傾向がある。学力を向上させるための小中連携や合同研修会にな
るように見直す必要がある。

目　　
的 児童生徒

　義務教育９年間を連続した期間と捉え、中学校区単位で小学校と中学校が連携･協力
して、児童生徒の発達段階に応じ、系統的･継続的な教育活動を行っていくという視点
に立ち、小中一貫教育の意義及び廿日市市の小中一貫教育の推進方針を踏まえた取組
を実施し、小中一貫教育の推進を図る。

　校務の効率化を図り、教職員が児童生徒と向き合う時間を確保するため、校務支援システム（注39）や統合サーバ
の活用を行った。

内部評価

指標の説明 小中一貫教育を推進することは、学力向上において効果があると回答した教職員の割合

目標値 87.0% 87.4% 87.6% 87.8% 88.0%

実績値 87.9% 90.0% 90.2% 90.1%

外部評価

Ａ

取
組
内
容

　小中学校の教員が、互いの学校の教育を理解するために異校種に乗り入れるようにし、異校種に乗り入れる日に
は、市費非常勤講師を配置して児童・生徒の学習環境を保障した。
　中学校区ごとに、小中合同研修会や合同公開研究会を実施するために、県内外から有識者を講師として招へいし
た。また、中学校区の特色を生かした取組（小小合同行事、小中合同行事、成果物の作成等）を実施した。２月に
今年度の小中一貫教育を振り返り、次年度に生かすために「小中一貫教育連絡協議会」を開催した。

成
果
と
課
題

①　小中一貫教育の推進においては、全ての中学校区において小中合同研修会を実施した
　り、多くの中学校区で合同公開研究会を開催したりするなど、小中一貫教育における連
　携体制はできて当たり前となってきた。今後は、義務教育９年間で目指す児童生徒像を
　明確にし、そのために必要な「資質・能力」を明らかにして、更なる充実を図る必要
　がある。
②　校務の効率化を図るＩＣＴ機器の整備では、校務支援システムも導入６年目となり、
　校務の効率化が実行できた。年度初めには、各校担当者を集め、研修を行った。
　年度末は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、集合研修は行えなかったが、
　電話でのサポートを行った。今後も、集合研修を行えなかったときに備えて、対策を図
　っていく。

Ａ

指
標

今
後
の
対
応

①　小中一貫教育連絡協議会の内容を見直し、小中一貫教育における新たな取組が練られる協議にしていく。
　市教委主催のプログレス研修において、中学校区での協議・演習を意識的に取り入れ、９年間を意識した学びの連続性を
　創り上げていく。
②　小中連携して推進していく広島県の研究指定事業「学力向上推進地域事業」や「学力フォローアップ校事業」の指定校の
  取組を各中学校区へ普及していく。
③　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、小中合同研修会や合同公開研究会の実施、県外からの講師の招へいは
  難しいため、可能な範囲で実施していく。
④　校務支援システムの活用が円滑に進むように、各学期ごとのアンケートやサポートデスクから報告される対応記録を分析
  し、学校のニーズに応じた支援がタイムリーに行えるようにしていく。
⑤　「G Suite for Education」のアカウントを教職員と児童生徒ともに、一人１アカウント取得し活用することで、オンライ
  ンで双方向のやりとりを可能にする。　

学
識
経
験
者
の
意
見

○校務支援システムを効果的に使用できている。
○引き続き、取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

6

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】

○　学校給食施設の充実
・学校給食施設維持管理事業の推進
　 吉和学校給食センタードライシステム改修工事実施設計業務（6月～2月）

吉和学校給食センタードライシステム改修工事度土質調査業務（7月～10月）
吉和学校給食センタードライシステム改修工事（3月～令和2年10月）
津田小学校給食室ドライシステム改修工事（3月～令和2年10月）

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 学校教育環境の充実

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）

施策名 （３）学校給食施設の充実 担当課名 学校教育課

現
状
課
題

　衛生管理基準に基づいた安全で安心な学校給食施設を整備するため、老朽化した施設のドライシステム（注40）化を
図る必要がある。廿日市学校給食センターに一極集中している供給体制を見直し、リスクの分散化と安定した供給体
制を整える必要がある。食物アレルギーへの対応や食育の拠点施設の整備を図るため、各地域ごとにセンター化を推
進する必要がある。

目　　
的 各小中学校の児童・生徒

・学校給食施設の老朽化等の課題を解消し、安全で安心な学校給食を将来にわたって
安定的に提供するため、施設の再編整備を進める。
・各地域の学校給食センターを食育推進の拠点施設として位置付け、必要な施設整備
を行う。

内部評価

Ａ

指標の説明 各地域における学校給食施設のセンター化

目標値 ３地域 ３地域 ４地域 ４地域 ４地域

実績値 ３地域 ３地域 ４地域 ４地域

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

津田小学校給食室及び吉和学校給食センターの老朽化と衛生管理上の問題点（ウエットシス
テム）(注41）の解決を図るため、学校給食施設維持管理事業を進めた。

指
標

今
後
の
対
応

　廿日市市学校給食施設整備基本構想に基づき、津田小学校給食室及び吉和学校給食センターのドライシステム改修
工事、廿日市学校給食センターのアレルギー対応改修工事を順次進める。
　また、第2次廿日市市食育推進計画に基づき、大野学校給食センターを食育の拠点として食育推進施策を展開し、
その成果を他地域に普及させる。

学
識
経
験
者
の
意
見

○引き続き、取組を推進してほしい。
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第２期教育振興基本計画(計画期間：平成２８年度～令和２年度）　【Ｐｌａｎ(計画)】
4

7

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①

② 文化施設の整備と利用の促進

③　市民参加育成創造事業の実施

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

③

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】

③

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 世界にはばたく人材の育成（社会教育環境の充実）

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

文化芸術活動の充実
区分 内容 来場者数

①② 文化芸術活動の充実、文化施設の整備と利用の促進

市民参加育成創造事業の実施
　「はつかいち平和ほほえみコンサート」では、 市内小学校を訪問し、延べ1,967人の
児童に対し、プロの演奏家が平和への願いを込めた演奏や児童と一緒に歌唱する等、平
和の大切さを伝えるとともに、生の音楽に触れる機会を提供することができた。

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）
指標の説明 文化芸術団体の登録者数

目標値 1,780人 1,800人 1,825人 1,850人 1,900人
実績値 1,699人 1,766人 1,691人 1,526人

指標の説明 文化ホールの来場者数（はつかいち文化ホール、さいき文化ホール）
目標値 168,000人 180,000人 180,000人 180,000人 180,000人
実績値 178,633人 180,277人 171,620人 173,395人

①②

施策名 （１）人生を豊かにする文化芸術活動の推進 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・文化芸術団体の支援適正化
・文化施設の老朽化に伴う施設改修等の計画的な実施

目　　
的

子どもから高齢者まで、全て
の市民

市民の文化芸術活動の充実を図ることにより、市民が主体的に芸術文化活動を展開
し、市民参画の活動が一層広がっている。

廿日市市美術展の開催
廿日市市美術協会に委託し、市民への芸術発表の機会を提供し
た。 2,041人

移動文化教室事業
小中学校を対象に毎年2校を移動文化教室事業実施校に選定し、子どもた
ちへの芸術等に触れる機会を提供した。(吉和小・四季小) 131人

こころの劇場開催
劇団四季が実施する「こころの劇場」を誘致・開催
対象：小学6年生 997人

　はつかいち文化ホール内の設備改修を行った。はつかいち文化ホールさくらぴあ、美術ギャラリー及びさいき
文化ホールにおいて主催事業を実施することによって、市民に文化に触れる機会を提供したほか、施設を貸し出
すことにより、市民に文化活動の場を提供した。

市民の文化芸術活動を推進するため、市民参加育成創造事業として、（公財）廿日市市芸術文化振興事業団に
委託し、「はつかいち平和ほほえみコンサート」の開催、ジュニアオーケストラの設立に向けた準備活動等を
実施した。

内部評価　移動文化教室事業では、児童から出演団体へ感想やお礼文が送られ、充実した事業実
施であったことが見受けられた。さくらぴあ小ホールミキシングコンソール（注42）改修
工事及びさいき文化ホール駐車場灯増設工事等を行い、文化ホールの施設整備に努め
た。はつかいち文化ホールの稼働率は、76.9％と開館以降一定の水準を保っている。

Ｂ

今
後
の
対
応

　各文化芸術団体と連携し、引き続き文化芸術活動を推進する。文化ホールの修繕計画に基づき、引き続き計
画的に施設改修を行う。文化ホール等において主催事業を実施し、市民が文化に触れる機会とともに、貸館に
より市民に文化活動の場を提供する。

　市民参加育成創造事業を推進することで、市民が文化芸術を楽しむ環境を醸成し、市民一人ひとりの文化の
力を活かしたまちづくりを進めるとともに、はつかいちに愛着と誇りを持つまちづくりの担い手を育成する。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑みた事業の実施を図る。

学
識
経
験
者
の
意
見

○よく取り組んでいる。引き続き、取組を推進してほしい。
○使用料ありとなしで分けた人数の把握をしてはどうか。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標
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4

7

１　課題の把握

２　事業の目的、意図

３　令和元年度事業の実施　【Ｄｏ(実施)】
①　スポーツに親しむ環境づくり

・市民の生涯スポーツ活動を支援するため、スポーツ推進委員を派遣した。
・体育施設の改修を計画的に実施した。　 佐伯総合スポーツ公園をリニューアルした
・東京オリンピックの事前合宿としてメキシコ選手団（空手）を受け入れ、スポーツを通じた交流を実施した。
・東京パラリンピックのメキシコ選手（柔道）の視察を受け、直前合宿の受入れに関する協定を締結した。

②　トップアスリートとの交流
・トップアスリートふれあい事業

令和元年９月１４日（日）　第30回卓球教室　
令和元年１２月１４日（土）～Carpトレーニング教室～ スポ少等　６団体　１５７人
令和元年１０月２６日（土）　キッズアクアスロン体験会 70人（全員小学生）

・令和元年８月２１日（土）、２２日（日）　第３回ドラゴンフライズカップ

・令和元年９月２７日（金）　あすチャレschool（金剛寺小学校　車椅子バスケ）

③　トップアスリートへの支援

④　国際的イベントの開催支援
ASTCアジアトライアスロン選手権の開催準備や東京オリンピック聖火リレー等の準備に取り組んだ。

４　点検・評価　【Ｃｈｅｃｋ(点検評価)】

５　見直し・改善　【Ａｃｔｉｏｎ(改善)】
①　スポーツに親しむ環境づくり

②④トップアスリートとの交流

③　トップアスリートへの支援

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い

令和２年度　施策別評価

基 本 目 標 ４ 一人ひとりの学びを支え、時代のニーズに応じた教育環境の整備

施 策 の 柱 世界にはばたく人材の育成（社会教育環境の充実）

【対象】誰の（何の）ために 【令和２年度までに目指す姿・意図】

３５５人

令和元年１２月７日（土）パラトライアスリートによるトーク＆パラスポーツ体験会 120人（小学生以下52人・中学生36人）

国民体育大会等の全国大会や、オリンピック等の国際大会に出場した個人団体に対して報奨金を交付した。
全国大会 国際大会

件数 44 2

③制度の周知に取り組む必要がある。

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 目標年度（令和2年度）
指標の説明 トップアスリートふれあい事業参加人数
目標値 200人 200人 200人 200人 200人
実績値 700人 233人 375人 702人

指標の説明 トップアスリートふれあい事業回数
目標値 2回 2回 2回 2回 2回
実績値 5回 2回 6回 4回

指標の説明 報奨金贈呈件数
目標値 50件 50件 50件 50件 50件
実績値 50件 72件 37件 46件

指標の説明 主要体育施設の利用者数（サンチェリー、佐伯総合スポーツ公園、大野体育館【令和元年５月末閉館】）

目標値 510,000人 520,000人 530,000人 540,000人 550,000人
実績値 545,423人 581,683人 556,360人 506,593人

指標の説明
成人の週１回以上の運動・スポーツを行う人の割合

※成人の週1回以上の運動・スポーツを行う人の割合については、スポーツ推進計画の中間報告時にアンケートを実
施して進捗管理する。

目標値 51% 52% 53% 54% 55%
実績値 ― 35.20% ― ―

施策名 （２）豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進 担当課名 生涯学習課

現
状
課
題

・市民の生涯スポーツを支援しているスポーツ振興団体などへの支援
・社会体育施設の老朽化に伴う修繕や整備を実施し、スポーツに親しむ環境づくりを行う必要がある。
・トップアスリートに対する支援制度を拡充し、トップアスリートの輩出を推進する必要がある。

目　　
的

子どもから高齢者まで、全て
の市民

市民の生涯スポーツを支援することによって、子どもから大人までスポーツに親しん
でいる。

①市内の中山間振興施策の一つとして、屋外スポーツ施設である佐伯総合スポーツ公園の
リニューアルを実施中。令和元年度は、公園としての魅力アップを図るため、大型複合遊
具の設置、子育て応援トイレ等の改修を実施した。

内部評価

Ｂ②④東京オリンピック・パラリンピックの機運醸成、ASTCアジアトライアスロン選手権の
機運醸成が図れた。

　市民の生涯スポーツを推進するため、老朽化した体育施設の改修を実施した。今後も継続的に施設改修を行い、
スポーツ活動ができる場所の確保に努める。

　国際大会を目前としていることから、東京オリンピック・パラリンピックの機運醸成とともに、子どもたちが
様々な種目でのトップレベルの選手と触れ合う機会を創出していきたい。

　市内から輩出されるトップアスリートを支援できるよう報奨金を継続実施しているが、支援方法、支援範囲、支
援金額等見直しを図っていく。

学
識
経
験
者
の
意
見

○一つの種目に偏っていなくて、参加者からの評価もよい。
○引き続き、取組を推進してほしい。

外部評価

Ａ

取
組
内
容

成
果
と
課
題

指
標

今
後
の
対
応
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【施策別評価指標一覧】

施策名 取組 指標 R1実績値 目標値（R2） 内部評価 外部評価

60％以上正答した児童生徒の割合
（全国学力・学習状況調査Ｂ問題）小学校

国67%
算68%

66%

60％以上正答した児童生徒の割合
（全国学力・学習状況調査Ｂ問題）中学校

国74%
算59%

66%

ひろしま給食100万食プロジェクトでの目標5万
食に対する合計食数の割合

81.2% 100%

運動やスポーツを週に3日以上実施している児童の割合
（小学五年生）(児童生徒の体力・運動能力調査) 49.4% 50%

ICTを活用した授業を実施している教師の割合（小学校）
(学校における教育の情報化の実態等に関する調査) 72.0% 70%

ICTを活用した授業を実施している教師の割合（中学校）
(学校における教育の情報化の実態等に関する調査) 67.4% 65%

外国の人に英語であいさつをする児童の割合
（外国語アンケート）

81.9% 82%

外国人と積極的にコミュニケーションを図りた
い生徒の割合（「基礎・基本」定着状況調査）

49.9% 62%

5 自然体験学習の推進
市内の施設を利用して、自然環境の中で集団
宿泊学習を実践している校数

3校 5校 Ｃ Ｂ

6 教職員の指導力の向上 Ａ Ａ

学校や社会のルールを守っている児童生徒の
割合（「基礎・基本」定着状況調査）

小95.7%
中94.6%

小95%　
中95%

１ヵ月に１冊も本を読まない児童生徒の割合
（「基礎・基本」定着状況調査）

小8%
中16.9%

小0%　
中0%

自分の良さは、まわりの人から認められていると回答した
児童生徒の割合（「基礎・基本」定着状況調査）

小74.6%
中72.2%

小75%　
中75%

不登校児童生徒の割合（児童生徒の問題行
動等生徒指導上の諸問題に関する調査）

小0.76%
中4.01%

小0.45%　
中2.50%

3 子育てサポート体制の充実
支援員のサポートによる教職員の満足度（教
職員対象アンケート）

93.9% 90% Ａ Ａ

4 児童生徒の自主的な活動の推進
学級や学校、地域をよくするために何をするべきか
を考えたことがある生徒の割合(参加者）

100% 95% Ａ Ａ

ジュニアリーダー養成講座実施回数 1回 1回

ジュニアリーダ養成講座参加種目数 5種目 4種目

はつかいち文化・スポーツ市長賞受賞者人数 123人 60人

小学校区における学校支援地域本部の設置
数

17本部 17本部

佐伯高等学校の生徒数 81人 80人以上

青少年健全育成条例に違反していない店舗の
割合

100% 100%

しゃぼん玉新聞の発行回数 3回 3回

全主催事業における課題解決事業の割合 37% 30%

工事の件数 3件 4件

2 生涯にわたる学びの推進
図書館における団体（学校・保育園等）への貸
出冊数

31,621冊 45,000冊 Ｃ Ｂ

地域教材を活用した授業実施率 100% 100%

今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割
合（全国学力・学習状況調査〔文部科学省〕）

小6　73.1%
中3　54.1%

小6　75%　
中3　50%

地域の歴史と文化を継承していくための活動を行っ
ている人数（民俗芸能団体で活動する人数）

181人 194人

歴史民俗資料館等の年間入館数 17,627人 17,853人

1 安全な教育環境の確保 小・中学校大規模改修（長寿命化）実施率 29.1% 59.2% Ａ Ａ

2 教育体制の充実
小中一貫教育を推進することは、学力向上に
おいて効果があると回答した教職員の割合

90.1% 88.0% Ａ Ａ

3 学校給食施設の充実 各地域における学校給食施設のセンター化 4地域 4地域 Ａ Ａ

文化芸術団体の登録者数 1,526人 1,900人

文化ホールの来場者数（はつかいち文化ホー
ル、さいき文化ホール）

173,395人 180,000人

トップアスリートふれあい事業参加人数 702人 200人

トップアスリートふれあい事業回数 4回 2回

報奨金贈呈件数 46件 50件

主要体育施設の利用者数（サンチェリー、佐伯
総合スポーツ公園、大野体育館）

506,593人 550,000人

成人の週１回以上の運動・スポーツを行う人の
割合

- 55%

評価　Ａ：達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成状況は低い 内部評価 Ａ：10、Ｂ：8、Ｃ：4
外部評価 Ａ：18、Ｂ：3、Ｃ：1

数値としての指標は設定していない。

1 確かな学力を育む教育の推進 Ｂ Ａ

2 健やかな体の育成 Ｂ Ａ

3 ICTを活用した教育の推進 Ｂ Ａ

4 国際教育の充実 Ｂ Ａ

1 心の教育の充実 Ｃ Ｃ

2 子どもが安心して通える学校づくりの推進 Ｃ Ｂ

5 文化・スポーツを通じた青少年の健全育成 Ａ Ａ

家庭・地域と学校が協働し
て創造性豊かな子どもを
育てる教育の推進

1 地域による学校支援 Ａ Ａ

2 家庭・地域との連携による青少年の健全育成 A Ａ

まちづくり活動に誰もが参
画しやすい環境づくり

1 協働によるまちづくりの推進 Ａ Ａ

魅力ある郷土の歴史や文
化の学習と次世代への継
承

1 ふるさと学習の推進 Ｂ Ａ

2 文化財の保存・継承 Ｂ Ａ

学校教育環境の充実

1 人生を豊かにする文化芸術活動の推進 Ｂ Ａ

2 豊かな心・健やかな体を育むスポーツ活動の推進 Ｂ Ａ

社会のニーズに応じた教
育の推進

子ども達の状況に応じた
教育や心の教育の推進

世界にはばたく人材の育
成（社会教育環境の充実）
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用語解説（本文中に（注）印をつけた用語の解説)

１ 【ＰＤＣＡサイクル】

ＰＬＡＮ（企画立案）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ（点検・評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）を

順次行い、次のＰＤＣＡサイクルにつなげ、継続的な改善をしていく方法

２ 【専決処分】

地方自治法により、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

ある場合などに地方公共団体の長がその議決すべき事件を処分することができ、その場合、次

の会議において議会に報告し、その承認を求めなければならないとされている。

３ 【教育支援委員会】

特別な教育的支援を必要とする幼児、児童及び生徒の適正な就学及び教育的措置について助

言を行うことにより、教育相談体制の整備及び教育的支援に寄与することを目的とした会

４ 【地域学校協働活動】

地域の高齢者、学生、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、民間企業、団体等の幅広い地域住民等の参

画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づく

り」を目指し、連携・協働して行う様々な活動

５ 【伝統的建造物群保存地区】

文化財保護法により、周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物

群で価値の高いものを「伝統的建造物群」として文化財に定義され、伝統的建造物群及びこれ

と一体をなしてその価値を形成している環境を保存するため、市町村が定める地区を「伝統的

建造物群保存地区」という。

６ 【学びの変革】

「何を知っているか」を重視する学力観、知識の習得重視の受動的な知識伝達型の授業観か

ら、「知識を活用し、協働して新たな価値を生み出せるか」を重視する学力観、資質・能力の

育成重視の能動的な活用・協働・創造型の授業観への転換を目指す、広島県教育委員会の重点

施策

７ 【「基礎・基本」定着状況調査】

児童生徒の学習内容の定着状況や、生活と学習に関する意識・実態などを把握し、指導の改

善・充実を図るために広島県が平成１４年度から、県内公立学校の小学校５年生と中学生２年

生を対象に実施している調査
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８ 【全国学力・学習状況調査】

文部科学省が、平成１９年度から、全国の小学校６年生と中学校３年瀬を対象に実施してい

る学力調査。主として「知識」に関する問題（Ａ問題）と、主として「活用」に関する問題（Ｂ

問題）で構成されている。

９ 【生徒会サミット】

市内の中学校の生徒会活動の活性化を図るとともに、自分たちの学校生活での諸問題を自ら

の手で解決しようとする自主的・実践的な態度を育むために、各校の生徒会活動の取組の交流

や協議を行う場

10 【はつかいち平和ほほえみコンサート】

廿日市市市制施行 30 周年及びはつかいち平和コンサート 30 周年を受け、子供たちにはつか

いち平和コンサートの趣旨を伝えるために、廿日市市、広島市を中心とした地域の演奏家（プ

ロ）が廿日市市内の小学校を訪問するコンサート

11 【ふるさと学習】

児童生徒が、「ふるさと廿日市」への愛着と誇りを持てるように、魅力ある郷土の歴史や文

化をはじめ、先人の努力や知恵を学ぶことや郷土を素材とした体験的な活動を通して、課題を

自ら見いだし、協働して探究する学習

12 【総合教育会議】

平成２７年４月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、平成２７年

（２０１５）４月から、各都道府県・市町村に設置された、地方公共団体の長と教育委員会と

いう対等な執行機関同士の協議・調整の場

13 【ＩＣＴ】

Information and Communication Technology の略で、コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術

14 【Ｂ問題】

全国学力・学習状況調査Ｂ問題。主として「活用」に関する問題で、知識・技能等を実生活

の様々な場面に活用する力などに関わる内容となっている。

※【Ａ問題】

全国学力・学習状況調査Ａ問題。主として「知識」に関する問題で、身に付けておかなけれ

ば後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容となっている。

15 【食育】

全ての年齢層を対象に、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習

得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる教育
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16 【ひろしま給食 100 万食プロジェクト】

学校給食を活用した「おいしく食べる」「学校で食べる」「みんなで食べる」の三つをキーワ

ードにし、民間企業・関係団体と連携して県民が一体となって取り組んでいくプロジェクト。

県民みんなで広島ならではの給食メニューを食べることにより、「食」に関する理解や意識を

高めることを目的としている。

17 【G Suite for Education】

教育機関向けにカスタマイズされた Google のツール及びサービスの無料パッケージ。

G Suite for Education のツールを利用すると、ドキュメントでのフィードバックのやり取り

が効率化し、共同編集ができる。オンラインでもオフラインでも、いつでもどのデバイスでも

作業を行うことができる。

18 【Classroom】

学校が無料で利用できるツールで、教師がクラスの課題、教材を、生徒と共有することがで

きる。生徒から提出された課題も、採点してフィードバックすることができる。

19 【ＡＬＴ】

Assistant Language Teacher の略で、英語や外国語活動の授業において、児童生徒の英語の

発音や国際教育の充実を目的に派遣される、外国語を母語とする外国語指導助手

20 【グローバルキャンプ】

これからの社会で活躍するためのベースとなるグローバル・マインドや英語による実践的な

コミュニケーション能力の育成に向けた異文化間協働活動

21 【山・海・島体験学習プロジェクト】

小学校５年生で行う広島県独自の事業で、日常とは異なる環境の生活を体験し、児童の自立

心や主体性などを育てるとともに、体験先の地域の方々や学校との交流を通して、コミュニケ

ーション能力など、人間関係を形成する力を育てるために行う３泊４日の長期集団宿泊活動

22 【学校環境適応感尺度（アセス）】

児童生徒が学校環境に適応していると感じているかどうか（学校適応感）を測るアンケート

であり、「生活満足感」「教師サポート」「友人サポート」「向社会的スキル」「非侵害的関係」「学

習的適応」の６項目、計３４個の質問から構成されている。

23 【スクールカウンセラー】

児童生徒の生活上の問題や悩みの相談に応じるとともに、教職員や保護者に対して指導・

助言を行う専門的知識を有する者

24 【スクールソーシャルワーカー】

子どもの家庭環境等の課題に対応するため、児童相談所や福祉関係者と連携したり、教員を

支援したりする専門的知識を有する者
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25 【つながり支援プロジェクト】

児童生徒の関わりあいを意図的に設定し、お互いを認め合える集団づくりを進め、自己有用

感を高めることによって、いじめ等の問題行動の未然防止を図るとともに、学ぶ意欲を高める

取組。市内全小・中学校で実施している。

26 【自己有用感】

他者と関わることで得られる「相手から自分が頼りにされている」「自分が行ったことを他

者から認められている」という満足感

27 【特別支援教育コーディネーター】

特別支援教育に関して、学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連携・調整及び保護

者の相談窓口を担うために校内で指名された教員

28 【通級指導】

通常学級に在籍する軽度の障害がある児童生徒に対して、各教科等の授業は通常の学級で行

いつつ、障害に応じた特別の指導を「通級指導教室」という別室で行うこと。

29 【特別支援教育士】

ＬＤ（学習障がい）・ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等について児童生

徒の状況を把握し、どのような援助活動を行うかなどの指導に関し、専門的知識を有する者

30 【特別支援教育支援員】

小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒や通常学級に在籍する発達障がい（ＬＤ（学

習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等）のある児童生徒の学習・

生活支援、身体に障がいを持つ児童生徒の介助を行っている市の非常勤職員

31 【地域学校協働本部】

従前の学校支援地域本部の地域と学校の連携体制を基盤として、より多くのより幅広い層の

地域住民、団体等が参画し、緩やかなネットワークを形成することにより、地域学校協働活動

を推進するために発展した体制のこと。

32 【放課後子供教室】

地域の大人の協力を得て、学校等を活用し、緊急かつ計画的に子ども達の活動拠点（居場所）

を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民との交流活動等を支援する活動

33 【地域支援員】

総務省の「地域おこし」又は「集落支援員」の制度を活用して、中山間地域の活性化に関す

る活動を行う者
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34 【コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）】

学校と保護者や地域がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させることで、協働し

ながら子どもたちの豊かな成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める法律（地方教

育行政の組織及び運営に関する法律第 47 条の 5）に基づいた仕組み

35 【「親の力」をまなびあう学習プログラム（親プロ）】

親が親としての役割や責任を自覚し、子育ての技術や知識を学ぶことを目的に、広島県が作

成したプログラム

36 【ファシリテーター】

協議等の場において、中立な立場を守りつつ、参加者の心の動きや状況を見ながら進行して

いく人

37 【市民センター】

社会教育法に定められている公民館の機能を有する、各地区における生涯学習及びまちづく

りの拠点施設

38 【ブックトークボランティア】

特定のテーマに沿って何冊かの本を組み合わせて紹介する読書啓発を、本に関する知識を豊

富に持つボランティアが行うこと。

39 【校務支援システム】

学籍管理や成績管理等に係る校務の情報化を図り、教職員の日々の校務処理を効率的にする

ことで、児童生徒と向き合うための時間を増やすために導入した校内の情報共有システム

40 【ドライシステム】

調理機器からの排水を直接排水口へ流し、調理場の床面に水がこぼれない方式。調理場の床

を乾いた状態で使用することで、床からの跳ね水よる二次汚染を防ぎ、室内湿度を低く保つこ

とで、細菌の増殖を抑え、食中毒の発生要因を少なくすることができる。

41 【ウエットシステム】

水や食品を調理場の床面に流し調理及び洗浄作業を行う方式。ウエットシステムの調理場で

は、室内湿度が高くなることから細菌が繁殖しやすく、床からの跳ね水による二次汚染により

食中毒の発生要因が多くなる。

42 【ミキシングコンソール】

複数の音声信号をアナログ回路における電気的、又はデジタル回路における演算によって

音色加工やトラック音声加算して様々な音声トラック形式へ出力させるためのミキシング用

音響機器


